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調査対象地域位置地図 

 

Mariscal Castilla 

PE-P41「固形廃棄物処理事業」 

PE-P43「アマソナス州地域開発事業」 

Magdalena 

San Carlos 
Luya 

Moyobamba 
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略語 

略語 正式名称（英語・西語・独語） 日本語 

IDB Inter-American Development Bank 米州開発銀行 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

KfW Kreditanstalt für Wiederaufbau ドイツ復興金融公庫 

KOICA Korea International Cooperation Agency 韓国国際協力団 

MINAM Ministerio del Ambiente 環境省 

ODA Official Development Assistance  政府開発援助 

OEFA Organismo de Evaluación y Fiscalización 

Ambiental 

環境評価・監査庁 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリ

ックス 

PIGARS Plan Provincial de Gestión de Residuos 

Sólidos Municipales 

郡固形廃棄物管理計画 

PLANRES Plan Nacional de Gestión Integral de 

Residuos Sólidos 

全国総合廃棄物管理計画 

PMR Plan Distrital de Manejo de Residuos Sólidos 

Municipales 

区固形廃棄物管理計画 

PO Plan of Operation 活動計画表 

RD Record of Discussion 政府間技術協力プロジェクト合

意文書 

SIGERSOL Sistema de Información para la Gestión de 

Residuos Sólidos 

固形廃棄物管理情報システム 

SENACE Servicio Nacional de Certificación 

Ambiental para las Inversiones Sostenibles 

持続可能環境投資許可庁 

USAID United States Agency for International 

Development 

アメリカ国際開発庁 
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写真 

 

Huacho 処分場の視察 

 

Nuevo Chimbote 処分場の視察 

 

Moyobamba 処分場の視察 

 

Moyobamba 処分場のコンポスト設備 

 

Mariscal Castilla 処分場の視察 

 

Luya 最終処分場の視察 

 

Luya 処分場のコンポストの実験設備 

 

M/M の署名式 
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1 章 調査概要 

1.1 調査の背景 

ペルーでは 2024 年 2 月現在全国 21 地域で 65 カ所の衛生埋立処分場と 5 カ所の中継基地

が稼働しており、全国の都市廃棄物量の全体の 6 割程度が適切に処理されているが、残りの

4 割は 1,800 カ所以上のオープンダンプサイトに投棄されている。近年の人口増加と都市化

の拡大により、都市廃棄物の総量も増えており、これらのオープンダンプサイトへの投棄量

も増加傾向にあることから周辺環境への汚染や影響が問題視されており、衛生埋立処分場

の新設と適切な廃棄物管理が喫緊の課題となっている。 

 係る状況を踏まえて、同国環境省（Ministerio del Ambiente：MINAM）は 2000 年に制定し

た「固形廃棄物総合法（Ley General de Residuos Sólidos）」を基に、廃棄物の適正管理と循環

型社会の構築を目指して 2017 年に「統合固形廃棄物管理法（Ley de Gestión Integral de 

Residuos Sólidos）」を制定・施行した。同法律の下で、中央省庁や地方政府、自治体、民間

企業の役割が明確化され、衛生埋立処分場の適切な最終処理やリサイクルの推進に必要な

活動等が定義された。また、MINAM は 2021 年に「国家環境政策 2030（Política Nacional de 

Ambiente 2030）」を作成し、同政策の優先目標の一つに「固形廃棄物の適正処理を増やす」

を掲げている。特に、同目標の達成のために、固形廃棄物の収集・運搬と最終処分の 2 つの

観点から、4 つの方針（①固形廃棄物の統合管理の効率的な技術や規則の設置、②自治体及

び自治体以外の廃棄物の管理・処理のモニタリング強化、③自治体及び自治体以外の固形廃

棄物の統合管理の改善、④固形廃棄物の再資源化の推進）が設定されている。他方、同国内

では基礎となる法律や政策・戦略が策定されているのにもかかわらず、MINAM や自治体の

予算的・人的なリソースの制約により、十分な衛生埋立処分場の整備が出来ていない。 

 JICA はこれらの状況に対して、米州開発銀行（Inter-American Development Bank：IDB）

との協調融資として有償資金協力「固形廃棄物処理事業」（PE-P41、L/A 調印：2012 年 10

月）と有償資金協力「固形廃棄物処理事業フェーズ 2」（PE-P43、L/A 調印：2022 年 6 月）

で、前者は 23 カ所の「準好気性埋立方式」を用いた衛生埋立処分場の新設を行っており、

後者では 18 カ所のオープンダンプサイトの閉鎖を予定している。また、有償資金協力「ア

マソナス州地域開発事業」（L/A 調印：2013 年 1 月）においても、4 カ所の「準好気性埋立

方式」の衛生埋立処分場の新設を行っている。 

なお、「準好気性埋立方式」は日々の運営・維持管理が同方式の機能性を大いに左右する

ものであるが、上記事業では運営維持管理の主体は各自治体と定められていることから、必

ずしも衛生埋立処分場の運営・維持管理に関する技術的な視点や知見・経験が MINAM 内

に十分蓄積されているとは言えず、自治体への指導能力も限定的となっている。また、実際

には各自治体はオープンダンプサイトや衛生埋立処分場の運営・維持管理に関する助言を

MINAM ではなく、関係機関である環境評価・監査庁（Organismo de Evaluación y Fiscalización 

Ambiental：OEFA）から得るケースもあるため、MINAM 以外の関係機関においても、「準好
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気性埋立方式」の構造・仕組みの正しい理解を促すことが求められる。衛生埋立処分場は運

用開始後数十年にわたって活用されることから、上記の有償資金協力で整備したサイトが

将来にわたり「準好気性埋立方式」の性能を発揮し続けるためにも、自治体のみならず

MINAM や関係機関を巻き込んで、技術の浸透とボトムアップを図ることが不可欠である。 

本事業ではこれらの有償資金協力で整備した「準好気性埋立方式」を用いた衛生埋立処分

場を対象に運営・維持管理能力の強化に資するパイロットプロジェクトを実施することで、

パイロット自治体に加え MINAM や関係機関の準好気性埋立方式に関する理解の向上と指

導能力の強化を図り、更に準好気性埋立方式に関する知見やノウハウが全国に展開される

ような体制構築を目指す。 

 

1.2 調査の目的 

本詳細計画策定調査は、要請の背景、ペルーにおける廃棄物管理の課題及び現状、関係諸

機関の能力や役割分担等のプロジェクトの実施体制を検討するための情報を収集・整理す

ることに加え、C/P 機関とプロジェクトの協力の枠組み（上位目標、プロジェクト目標、成

果、指標、活動、協力期間、実施体制、投入等）について確認・協議を行い、プロジェクト

実施に関する協議議事録（Minutes of Meeting：M/M） を締結することを目的に実施された。 

 

1.3 調査団構成 

担当事項 氏名 所属 現地調査期間 

団長 柏木 正平 JICA ペルー事務所 次長 

2024 年 2 月 12 日

～2024 年 2 月 23

日 

協力企画 荒木 穣次 

地球環境部  

環境管理・気候変動対策グループ  

環境管理・気候変動対策第二チーム 職員 

廃棄物管理 
 

天野 史郎 元 JICA 国際協力専門員 

評価分析 十津川 淳 株式会社佐野総合企画 
2024 年 2 月 5 日～

2024 年 2 月 22 日 

 

1.4 調査日程 

2024 年 2 月 12 日～2024 年 2 月 23 日 

※詳細は別添 2 の詳細計画策定調査日程を参照。 

 

1.5  主要面談者 

1) 中央政府・地方政府 

 環境省（Ministerio del Ambiente：MINAM） 

 環境評価・監査庁（Organismo de Evaluación y Fiscalización Ambiental：OEFA） 

 経済財務省（Ministerio de Economía y Finanzas：MEF） 
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 各種自治体 

➢ Huaura, Lima 

➢ Nuevo Chimbote, Ancash 

➢ Moyobamba, San Martín 

➢ Mariscal Castilla（Mancomunidad Alto Utcubamba）, Amazonas 

➢ Magdalena（Mancomunidad Tilacancha）, Amazonas 

➢ Luya（Mancomunidad Chillanos）, Amazonas 

➢ San Carlos（Mancomunidad Valle de Las Cataratas）, Amazonas 

2) 国際援助機関 

 米州開発銀行（Inter-American Development Bank：IDB） 

 ドイツ復興金融公庫（Kreditanstalt für Wiederaufbau：KfW） 

 韓国国際協力団（Korea International Cooperation Agency：KOICA） 

3) その他 

 在ペルー日本国大使館 

※詳細は別添 3：主要面談者リストを参照。 

 

1.6 調査結果概要 

 現場踏査の結果、①日常的な廃棄物の埋立管理（区画埋立・転圧・覆土・雨水処理等）、

及び、②準好気性埋立方式としての機能性の維持（ガス抜き管・集排水管から空気流入経路

の確保、浸出水の循環処理等）の 2 点に課題があることを再確認した。本プロジェクトでは

上記の点を主軸に、最大 3 カ所のパイロットサイトで改善事業を行い、また各自治体が参

照できるガイドラインや研修教材も併せて整備することで、準好気性埋立方式の能力強化

を図ることで合意した。MINAM から強い要望を寄せられていたオープンダンプサイトの

改善やコンポスト施設の運用改善については、直接プロジェクトの中では介入は行わない

ものの、JICA 専門家から必要な情報や資料等は随時共有することで合意をした。プロジェ

クトの概要は下記の表の通り。 

 

表 1-1 プロジェクトの概要 

上位目標 
最終処分場の運営・維持管理モデルが全国の準好気性埋立方式を採用し

ている処分場に普及される。 

プロジェクト

目標 
最終処分場の運営維持管理モデルを普及するための体制が整備される。 

成果 1 ペルー国内の最終処分場の現状と課題が明らかにされる。 

成果 2 
パイロット事業を実施する地方自治体において、最終処分場にかかる運

営・維持管理能力が強化される。 

成果 3 
最終処分場の運営・維持管理について、環境省及び関係機関が自治体等

に対して指導・支援する手法・基盤が確立される。 
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2 章 プロジェクト実施の背景とニーズ 

2.1 廃棄物セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

2.1.1 廃棄物セクターにかかる開発政策 

1）国家環境政策 2030（Política Nacional de Ambiente 2030） 

「国家環境政策 2030 年」は 2030 年を目標年とした環境政策であり、2021 年に環境省に

よって発表され、同政策では自然環境や都市環境等の各テーマについて、計 9 つの優先目標

を掲げており、その一つに廃棄物管理を掲げている。優先目標のスローガンには「固形廃棄

物の適正処理を増やす」ことが掲げられ、同目標の達成のために、4 つの方針と 3 つの指標

が下表のとおり設定されている。 

 

表 2-1 国家環境政策 2030 における廃棄物管理にかかる方針と指標 

方針 指標 2030 年目標値 

1． 固形廃棄物の統合管理の効率的な

技術や規則の設置 

 

2． 自治体及び自治体以外の廃棄物の

管理・処理のモニタリング強化 

 

3． 自治体及び自治体以外の固形廃棄

物の統合管理の改善 

 

4． 固形廃棄物の再資源化の推進 

1． 自治体の固形廃棄物の

再資源化率 
2.91％ 

2． 地方自治体の固形廃棄

物の内、適切な最終処理

場で処理されたものの

割合 

63.24％ 

3． 適切な最終処分場で処

理された自治体以外の

固形廃棄物の割合 
2％ 

出展：Política Nacional de Ambiente 2030 を基に調査団作成 

 

2）全国総合廃棄物管理計画（Plan Nacional de Gestión Integral de Residuos Sólidos：PLANRES) 

「全国総合廃棄物管理計画」は MINAM が 2016 年に発表した廃棄物管理にかかる国家計

画であり、2016 年から 2024 年を対象としている。計画は大きく分けて 3 つの戦略軸を示し

ており、それぞれ①能力強化、②制度開発、③投資促進から構成され、それぞれの戦略軸に

おいて具体的な目標と指標、成果、活動も合わせて設定している。以下が戦略軸と目標の全

体像である。 

 

表 2-2 全国総合廃棄物管理計画の戦略軸と目標 

戦略軸 1：能力強化 

目標 1 地方自治体における固形廃棄物の統合的、持続可能かつ包括的な管理を改善

するために、環境省当局、公務員、事業者、専門家、技術者、廃棄物収集者
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の能力を強化するとともに、あらゆる教育レベルの学生の知識を強化する 

目標 2 固形廃棄物の統合管理に関する技術の開発と知識の移転を促進する 

戦略軸 2：制度開発 

目標 3 自治体および自治体以外の固形廃棄物に関する法的枠組みを更新する 

目標 4 SIGERSOL1のプラットフォームを強化し、国・地域・行政の意思決定に利用

できる最新の情報を提供する 

目標 5 固形廃棄物の再利用システムの強化を推進する 

目標 6 固形廃棄物の管理と取り扱いにおける生産者責任の実施を推進する 

戦略軸 3：投資促進 

目標 7 国家レベルでの総合的な固形廃棄物管理への投資を促進し、調整する 

目標 8 総合的な固形廃棄物管理のための民間投資を促進し、調整する 

 

これらの内、本プロジェクトと関連性の高い、最終処分場の運営維持管理に関しては、以

下の目標枠において、期待する成果と求められる活動を設定している。 

 

戦略軸/ 

目標枠 

成果 活動 

制 度 開 発 /

目標 5 

固形廃棄物から発生する温室

効果ガスを緩和するための措

置が実施されている 

有機性廃棄物の利用および有機性廃棄物の

適切な最終処分に関連する対策を策定、実

施する  

投 資 促 進 /

目標 7 

国レベルでの総合的固形廃棄

物管理の公共投資プログラム

とプロジェクトを実行する 

地方公共団体における公共清掃事業への投

資プロジェクトの策定、管理、実施。 

特に固形廃棄物の処理インフラ、移送、最

終処分に重点を置く 

 

 また、全国総合廃棄物管理計画に加えて、地方行政のレベル2においても、それぞれの廃

棄物管理計画が策定されており、それぞれ郡固形廃棄物管理計画（Plan Provincial de Gestión 

de Residuos Sólidos Municipales：PIGARS)、区固形廃棄物管理計画（Plan Distrital de Manejo de 

Residuos Sólidos Municipales：PMR)と呼称されている。ただし、これら自治体レベルでの計

画策定は必ずしも徹底されておらず、2022 年時点で作成済みの自治体は、郡で 136 自治体

 

1 SIGERSOL（Sistema de Información para la Gestión de Residuos Sólidos）とは MINAM が運営する固形

廃棄物管理情報システムを指す。「統合固形廃棄物管理管理法」では自治体は SIGERSOL を通じて固形廃

棄物の収集・運搬量や最終処分量、リサイクル量等のデータを報告・登録することが義務付けられている。 

2 地方行政は Región、Provincia、Distrito に分けられており、本文ではそれぞれ「州」、「郡」、「区」と呼

称する。 



12 

（全 196 自治体のうち）、区で 246 自治体（全 1,695 自治体のうち）に留まる。 

 

2.2 対象国における廃棄物管理の現状と課題 

2.2.1 関連法制度 

（1） 統合固形廃棄物管理法（Ley de Gestión Integral de Residuos Sólidos） 

a) 統合固形廃棄物管理法の概要 

ペルーでは 2000 年 7 月 21 日に「固形廃棄物管理総合法（Ley General de Residuos Sólidos, 

Ley No. 27314）」を制定し、同法では廃棄物管理の主体や処理方法等の事項全般が記載され

ている。これまでに幾つかの細かな法改正がなされてきているが、循環型社会の構築に向け

てより統合的な廃棄物管理の法制度が必要となったことから、固形廃棄物管理総合法を基

に 2016 年 12 月 21 日に「統合固形廃棄物管理法（Ley de Gestión Integral de Residuos Sólidos, 

Decreto Legislativo No. 1274）」が改正・制定された。 

 「統合固形廃棄物管理法」は合計 8 つの編と 83 の条例で構成され、廃棄物管理に用いる

各種ガイドラインや関係機関の役割、一般廃棄物と産業廃棄物の処理方法、環境教育の主体、

予算獲得の方法等、極めて多岐に亘る内容が細かく分類されている。具体的な目次は後段の

表の通り。 

 

表 2-3 統合固形廃棄物管理法の目次 

編 章 条 

第 1 編 総則 第 1 章：総則 Article 1~4 

第 2 章：原則及びガイドライン Article 5~7 

第 2 編 固形廃棄物の再資源化

と減量化  
N/A 

Article 8~11 

第 3 編 拡大生産者責任 N/A Article 12~14 

第 4 編 固形廃棄物に係る関係

機関及び所掌業務 

第 1 章：環境省及び傘下機関  Article 15~17 

第 2 章：関係省庁 Article 18~20 

第 3 章：地方政府及び自治体 Article 21~26 

第 5 編 固形廃棄物の処理方法 第 1 章：定義 Article 27~46 

第 2 章：再資源化 Article 47~52 

第 3 章：自治体廃棄物の処理 Article 53~54 

第 4 章：自治体廃棄物以外の処理 Article 55~59 

第 5 章：民間廃棄物業者 Article 60~63 

第 6 章：リサイクル業者 Article 64 

第 7 章：廃棄物管理施設 Article 65~67 

第 6 編 固形廃棄物に関する市

民参加と教育 
N/A 

Article 68~69 
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第 7 編 固形廃棄物管理の資金

調達メカニズム 

第 1 章：固形廃棄物監理の資金調達

メカニズム 

Article 70~71 

第 2 章：官民の投資促進 Article 72~73 

第 8 編 監督・罰則 第 1 章：監督・監理 Article 74~80 

第 2 章：罰則規定 Article 81~83 

出展：Ley de Gestión Integral de Residuos Sólidos を基に調査団作成 

 

b) 廃棄物管理に係る中央政府・地方政府の役割 

「統合固形廃棄物管理法」の第 4 編の 15 条から 26 条までは廃棄物管理に関連する省庁

や機関のそれぞれの役割と業務範囲が定められている。関係する省庁や機関としては具体

的には MINAM、OEFA、国家環境認証サービス局（Servicio Nacional de Certificación Ambiental 

para las Inversiones Sostenibles：SENACE）、保健省（Ministerio de Salud：MINSA）、運輸通信

省（Ministerio de Transportes y Comunicaciones：MTC）と自治体の 6 つが挙げられている。 

MINAM の役割は第 4 編 15 条に定義され、具体的には以下の通り。廃棄物管理の全体に

係る調整業務や各種計画やガイドラインの作成と承認、SIGERSOL を用いた廃棄物管理デ

ータの報告等が列挙されている他、地方自治体へのキャパシティ・ビルディングを行うこと

も挙げられている。 

 

【第 4 編 15 条】 

(a) 本法令の適切な適用について、部門別当局、地方政府、地方自治体との調整、促

進、合意を行う。 

(b) 全国総合廃棄物管理計画（PLANRES）を対応する当局と連携して策定し承認する。 

(c) 州政府が策定・承認する固形廃棄物管理計画の策定のための指針・ガイドライン

を承認する。 

(d) 国の政策と整合性を保ちながら固形廃棄物管理に関する州・郡・区毎の計画の策

定と実施を推進する。 

(e) 州政府によって承認された固形廃棄物管理計画が、国の政策および国の計画手段

と整合しているかを監督し、またその実施内容を評価・分析する。 

(f) 公共投資のための固形廃棄物の管理と統合管理のための開発プログラム、手順、

プロジェクト、基準を策定し承認すること。 

(g) 廃棄物管理施設の管理、固形廃棄物の回収・再利用・再資源化、廃棄物により汚染

された土地の管理・改善等を含む、固形廃棄物管理全般の管理と規制を行う。 

(h) 国家環境影響評価制度（SEIA）に基づいて固形廃棄物に関連するインフラプロジ

ェクトの環境影響評価の分類やルールを定め、また必要に応じて TOR を承認する

こと。 

(i) 民間会社による廃棄物関連のプロジェクトの組成・実施に向けた基準を策定・承
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認する。 

(j) 廃棄物の輸出入に係る評価と承認を行う。 

(k) 輸出入する廃棄物の特性に応じて、技術的な意見を提供する。 

(l) ペルーの環境状況に関する国家報告書に、固形廃棄物の管理・処理に関する現状

分析と管理・処理に関する指標を定め、記載する。 

(m) 国家環境情報システム（Sistema Nacional de Información Ambiental：SINIA）の一部

として、自治体および自治体以外のレベルの固形廃棄物管理情報システム

（SIGERSOL）を開発し、管理する。 

(n) 固形廃棄物管理に関連する当局間の権限の対立に関連して申し立てられた不服申

し立てを、環境紛争解決審判所を通じて、最終行政審で解決する。 

(o) 当事者の要請により、環境紛争解決裁判所を通じて、この政令に定められた政策

指針およびその他の規定に反する決議または行政行為の不適用について、行政審

査で解決する。 

(p) 本立法令の規則で範囲、基準、手順が定義されている固形廃棄物の管理および取

り扱いを緊急に宣言し、場合により国家部門当局、環境管理団体および/または地

方政府と調整すること。 

(q) 本立法令の第 5 編に示された固形廃棄物事業会社の登録簿を管理し、最新の状態

に保つ。 

(r) 管轄当局と調整し、廃棄物によって劣化した地域の予防と修復のための対策を管

理し、この分野への投資に優先順位をつける。 

(s) 廃棄物の適切な統合管理のために、地域および地方自治体の能力強化を促進する。 

(t) 廃棄物分野の公共投資プロジェクトの実行可能性を宣言するための投資前調査を

評価し、優先順位を付け、承認する。 

(u) 公共清掃サービスの提供を規制し、サービス特性、品質目標など、サービス提供の

ための最低条件と、民間部門の競争的参加のための条件を定める。 

(v) この政令で定められた原則に従い、廃棄物の発生と危険性の削減、回収、適切な管

理に貢献する、官民、自治体、自治体以外のイニシアティブを促進する。 

 

また、地方自治体は州、郡、区の 3 つに分類され、第 4 編 21 条から 24 条でそれぞれの役

割が定義され、24 条において廃棄物の収集・運搬と最終処分は地区の責務と定義されてい

る。24 条の具体的な内容は後段の通り。 

 

【第 4 編 24 条 24.1 項】 

(a) 管轄区域内における清掃、廃棄物収集、運搬サービスの適切な提供を確保し、廃棄

物の適切な最終処分を保証する。 

(b) 管轄区域内の衛生サービス会社等と協定を結び、前項のサービス提供の料金を徴
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収すること。 

(c) 管轄区域内において、州の市町村が発行する規定に従って、管轄区域内の固形廃

棄物サービスの管理を規制する。 

(d) 管轄区域内の廃棄物を効率的に管理するため、州の計画および国の計画に従って、

地区の廃棄物管理計画を承認し、更新すること。 

(e) 管轄区域内において、市町村および市町村以外の管理下にある廃棄物インフラの

運転許可を、当該インフラの耐用年数に応じて発行する。 

(f) 管轄区域内の建物の解体や改築から出る廃棄物の管理について、規制、監督、監

視、制裁を行う。 

(g) 規模の経済性と固形廃棄物サービスの効率性の基準に基づいて、サービスの統合

のための地区間協定を締結すること。 

 

【第 4 編 24 条 24.2 項】 

(a) MINAM が承認した規則および州政府が定めた基準に従い、その責任の下、公共清掃

サービス、廃棄物の収集、運搬、移送、処理または最終処分の提供を確保する。 

(b) 自治体固形廃棄物の収集・運搬、および管轄内の道路、空間、公共モニュメントの清

掃サービスの提供。すべての固形廃棄物は、州によって認可された廃棄物処理施設

に直接搬入されなければならず、地区は対応する料金を支払う義務がある。 

(c) 環境省に登録された企業とサービス契約を結ぶこと。 

(d) 廃棄物の回収を促進し、技術的に適切な最終処分を確保するため、管内全域で固形

廃棄物の発生源での分別と選別回収のプログラムを推進し、漸進的に実施すること。 

(e) 固形廃棄物の管理に携わる個人、事業者、その他の団体を、対応する認可を受けずに

段階的に正式なものとするためのプログラムを実行する。 

(f) 近隣地区の自治体固形廃棄物管理システムの枠組みの中で、廃棄物収集業者および

／または廃棄物収集業者団体を監督、監督し、その義務を果たすよう制裁する。 

(g) 本立法令およびその規則の不遵守について、管轄区域内の発生業者を監督・監視す

る。 

 

（2） 廃棄物管理に係る各種ガイドライン 

上段の 2.2.1 b)の通り、ペルーでは各区が廃棄物の収集・運搬及び最終処分の責務を負っ

ており、各区に向けた廃棄物管理における計画策定や収集・運搬、最終処分等のガイドライ

ンが公開されている。具体的なガイドラインは後段の表の通り。 

最終処分場については、以下表の 8 番、11 番、13 番、14 番の 4 つで主に触れられ、最終

処分場の土地選定や設計・建設などから、火災が生じたときの対応まで幅広く規定されてい

る。なお、8 番の「Guide for the Operational Management of Public Cleaning Services」では衛生

埋立処分場の種類として準好気性埋立方式についても簡潔に言及されている。 
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表 2-4 固形廃棄物管理に係る各種ガイドライン 

番号 名称 法令番号 

家庭廃棄物 

1 
Guide for the Preparation of the Provincial Plan for Integrated 

Municipal Solid Waste Management. 

Ministerial Resolution No. 

200-2019-MINAM 

2 
Guide for the Preparation of the District Solid Waste Management 

Plan 

Ministerial Resolution 

N.°100-2019-MINAM 

3 
Terms of Reference for the Formulation of Plans for the Recovery 

of Areas Degraded by Municipal Solid Waste 

Ministerial Resolution 

N.°150-2019-MINAM 

4 
Guide for the Formulation of a Plan for the Recovery of Areas 

Degraded by Municipal Solid Waste 

Ministerial Resolution 

N.°150-2019-MINAM 

5 
National Plan for the Integrated Management of Solid Waste 

2016-2024 

Ministerial Resolution N° 

191-2016-MINAM 

6 Guide for the Characterization of Municipal Solid Wastes 
 Ministerial Resolution 

No. 457-2018-MINAM 

7 
Guide for the Formulation of the Program for the Reconversion 

and Management of Areas Degraded by Municipal Waste. 

Ministerial Resolution No. 

151-2019-MINAM 

8 
Guide for the Operational Management of the Public Cleaning 

Service 

 Ministerial Resolution N° 

091-2020-MINAM 

9 
Guide for Good Municipal Government in the Area of 

Environmental Management 
- 

10 

Guide for the Implementation of Actions for the Adequate 

Management of Solid Waste in Educational Institutions of 

Regular Basic Education. 

Ministerial Resolution N° 

070-2020-MINAM 

11 Guidelines for Fire Control in Municipal Solid Waste Landfills 
Ministerial Resolution N° 

129-2021-MINAM 

12 
Guidelines for Implementing the Source Segregation and 

Separate Collection of Solid Waste Program 

Ministerial Resolution No. 

138-2021-MINAM 

13 
Guide for the Identification of Potential Areas for Municipal Solid 

Waste Disposal Infrastructure. 

Ministerial Resolution N° 

124-2021-MINAM 

14 
Guidelines for the Design and Construction of Municipal Waste 

Disposal Infrastructure. 

Ministerial Resolution N° 

459-2018-MINAM 

15 
Guidelines for the Management of Municipal Solid Waste in 

Emergency and/or Disaster Situations. 

Ministerial Resolution N° 

184-2021-MINAM 

https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/282127-200-2019-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/282127-200-2019-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/271663-100-2019-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/271663-100-2019-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/277279-150-2019-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/277279-150-2019-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/277279-150-2019-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/277279-150-2019-minam
https://www.google.com/url?q=https%3A%2F%2Fwww.gob.pe%2Finstitucion%2Fminam%2Finformes-publicaciones%2F2634-plan-nacional-de-gestion-integral-de-residuos-solidos-2016-2024&sa=D&sntz=1&usg=AOvVaw3Qeksv_Qew3aJBsrMNvIxL
https://www.google.com/url?q=https%3A%2F%2Fwww.gob.pe%2Finstitucion%2Fminam%2Finformes-publicaciones%2F2634-plan-nacional-de-gestion-integral-de-residuos-solidos-2016-2024&sa=D&sntz=1&usg=AOvVaw3Qeksv_Qew3aJBsrMNvIxL
https://sinia.minam.gob.pe/normas/aprueban-guia-caracterizacion-residuos-solidos-municipales
https://www.gob.pe/institucion/minam/informes-publicaciones/279519-guia-para-la-formulacion-del-programa-de-reconversion-y-manejo-de-areas-degradadas-por-residuos-solidos-municipales
https://www.gob.pe/institucion/minam/informes-publicaciones/279519-guia-para-la-formulacion-del-programa-de-reconversion-y-manejo-de-areas-degradadas-por-residuos-solidos-municipales
https://sinia.minam.gob.pe/normas/aprueban-guia-gestion-operativa-servicio-limpieza-publica
https://sinia.minam.gob.pe/normas/aprueban-guia-gestion-operativa-servicio-limpieza-publica
https://sinia.minam.gob.pe/documentos/guia-buen-gobierno-municipal-materia-gestion-ambiental
https://sinia.minam.gob.pe/documentos/guia-buen-gobierno-municipal-materia-gestion-ambiental
https://www.google.com/url?q=https%3A%2F%2Fsinia.minam.gob.pe%2Fnormas%2Faprueban-guia-implementacion-acciones-manejo-adecuado-residuos-solidos&sa=D&sntz=1&usg=AOvVaw28gv6wgm6eiOyUXOFZMZdn
https://www.google.com/url?q=https%3A%2F%2Fsinia.minam.gob.pe%2Fnormas%2Faprueban-guia-implementacion-acciones-manejo-adecuado-residuos-solidos&sa=D&sntz=1&usg=AOvVaw28gv6wgm6eiOyUXOFZMZdn
https://www.google.com/url?q=https%3A%2F%2Fsinia.minam.gob.pe%2Fnormas%2Faprueban-guia-implementacion-acciones-manejo-adecuado-residuos-solidos&sa=D&sntz=1&usg=AOvVaw28gv6wgm6eiOyUXOFZMZdn
https://www.google.com/url?q=https%3A%2F%2Fwww.gob.pe%2Finstitucion%2Fminam%2Fnormas-legales%2F2030918-129-2021-minam&sa=D&sntz=1&usg=AOvVaw0ly7-24XAy-32bQIBsB5sB
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/2045811-138-2021-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/2045811-138-2021-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/2024234-124-2021-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/2024234-124-2021-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/237045-459-2018-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/237045-459-2018-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/2193577-184-2021-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/2193577-184-2021-minam
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出展：MINAM 提供資料 
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"Recommendations for solid waste management during the 

COVID-19 Sanitary Emergency and the National State of 

Emergency in homes, temporary isolation centers for people, 

supply centers, warehouses, internal trade premises, 

administrative offices and public and private headquarters, and 

for solid waste operations and processes." 

Ministerial Resolution N° 

099-2020-MINAM 

17 
Guide for the Formulation and Evaluation of Environmental 

Management iInstruments for Solid Waste Infrastructures. 

Ministerial Resolution No. 

144-2021-MINAM 

18 

Standard and/or Simplified Investment Projects for Public 

Cleaning Services, as well as the Instructions for their 

Application. 

Ministerial Resolution No. 

101-2018-MINAM 

19 

Standard and/or Simplified Investment Project Fact Sheet on 

Reclamation of Areas Degraded by Solid Waste and Instructions 

for its Application. 

Ministerial Resolution No. 

37-2018-MINAM 

20 Guide for the Characterization of Municipal Solid Wastes 
Ministerial Resolution No. 

457-2018-MINAM 

産業廃棄物及びその他廃棄物 

21 
Special Regime for the Management and Handling of Waste 

Electrical and Electronic Equipment. 

Supreme Decree No. 009-

2019-MINAM 

22 
Supplementary Provisions to Supreme Decree N° 009-2019-

MINAM 

Supreme Decree No. 035-

2021-MINAM 

23 
Special Regime for the Management and Handling of End-of-Life 

Tires. 

Supreme Decree N° 024-

2021-MINAM 

24 
Minimum Content of the Solid Waste Management and 

Minimization Plan 

Ministerial Resolution 

N°089-2023-MINAM 

25 

"Methodology for the identification of prioritized goods and the 

formulation of special regimes under extended producer 

responsibility." 

Ministerial Resolution No. 

102-2022-MINAM 

26 

Approve the "Terms of Reference for the formulation of the 

Program for the Reconversion and Management of Areas 

Degraded by Solid Construction and Demolition Waste" and the 

"Terms of Reference for the formulation of the Plan for the 

Recovery of Areas Degraded by Solid Construction and 

Demolition Waste". 

Ministerial Resolution 

N°289-2023-MINAM 

https://sinia.minam.gob.pe/normas/aprueban-documento-recomendaciones-manejo-residuos-solidos-durante
https://sinia.minam.gob.pe/normas/aprueban-documento-recomendaciones-manejo-residuos-solidos-durante
https://sinia.minam.gob.pe/normas/aprueban-documento-recomendaciones-manejo-residuos-solidos-durante
https://sinia.minam.gob.pe/normas/aprueban-documento-recomendaciones-manejo-residuos-solidos-durante
https://sinia.minam.gob.pe/normas/aprueban-documento-recomendaciones-manejo-residuos-solidos-durante
https://sinia.minam.gob.pe/normas/aprueban-documento-recomendaciones-manejo-residuos-solidos-durante
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/2045941-n-144-2021-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/2045941-n-144-2021-minam
https://www.minam.gob.pe/disposiciones/resolucion-de-ministerial-n-101-2018-minam/
https://www.minam.gob.pe/disposiciones/resolucion-de-ministerial-n-101-2018-minam/
https://www.minam.gob.pe/disposiciones/resolucion-de-ministerial-n-101-2018-minam/
https://www.minam.gob.pe/disposiciones/resolucion-ministerial-n-37-2018-minam/
https://www.minam.gob.pe/disposiciones/resolucion-ministerial-n-37-2018-minam/
https://www.minam.gob.pe/disposiciones/resolucion-ministerial-n-37-2018-minam/
https://sinia.minam.gob.pe/normas/aprueban-guia-caracterizacion-residuos-solidos-municipales
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/354138-009-2019-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/354138-009-2019-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/2399619-035-2021-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/2399619-035-2021-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/2039546-024-2021-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/2039546-024-2021-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/3980927-089-2023-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/3980927-089-2023-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/2935477-102-2022-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/2935477-102-2022-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/2935477-102-2022-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/4652546-289-2023-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/4652546-289-2023-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/4652546-289-2023-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/4652546-289-2023-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/4652546-289-2023-minam
https://www.gob.pe/institucion/minam/normas-legales/4652546-289-2023-minam
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2.2.2 廃棄物管理の現状 

（1） 廃棄物管理の概況 

a) 全国の廃棄物の排出量 

各自治体は廃棄物管理に関するデータを 4 半期ごとに SIGERSOL を通じて報告することが

義務付けられており、主に廃棄物の収集量や組成、リサイクル量、最終処分量等を中心に

MINAM へ報告している。全国での 1 日当たり及び年間の廃棄物の発生量は以下表の通り。 

 

表 2-5：全国の 1 日当たり及び年間の廃棄物の排出量 

年 人口 都市人口 地方人口 

廃棄物の排出量 

1 日当たりの 

排出量 

（t/day） 

年間排出量 

(ton/year) 

2019 32,131,400 26,311,100 5,820,300 21,320 7,781,904 

2020 32,625,948 26,716,065 5,909,883 21,658 7,905,118 

2021 33,035,304 27,053,962 5,981,342 22,505 8,214,356 

2022 33,396,698 27,372,038 6,024,660 23,166 8,455,715 

出展：Indicadores de Gestión de Residuos Sólidos 2019～2022, MINAM を基に調査団作成 

 

同国は 2024 年 2 月時点では 25 個の州に分類され、その下に 196 個の郡と 1,694 個の区が存

在し、各州の年間の廃棄物の排出量の地域別の内訳は下段の図の通り。 

 

表 2-6：地域別の年間排出量 

州名 

地域別の年間排出量 

（t/year） 

2019 2020 2021 2022 

Amazonas 57,230 56,528 49,820 51,476 

Ancash 240,642 243,379 241,929 248,272 

Apurimac 61,342 59,891 62,888 64,527 

Arequipa 331,794 337,641 355,362 371,911 

Ayacucho 124,918 125,345 125,673 125,249 

Cajamarca 145,610 144,521 157,738 155,416 

Callao 317,103 323,982 392,935 371,689 

Cusco 230,893 234,307 236,023 234,763 

Huancavelica 36,327 35,497 42,106 41,110 

Huánuco 113,402 113,659 108,532 126,891 
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Ica 242,129 244,117 249,251 275,842 

Junín 272,067 271,465 281,873 287,192 

La Libertad 435,502 442,182 453,612 465,432 

Lambayeque 326,687 330,572 323,826 314,976 

Lima 3,387,055 3,457,831 3,583,814 3,725,225 

Loreto 238,046 240,011 237,018 241,982 

Madre de Dios 39,355 39,557 43,822 50,566 

Moquegua 41,688 42,204 49,845 51,005 

Pasco 37,461 37,871 36,563 37,970 

Piura 429,617 441,283 450,131 482,159 

Puno 194,747 194,787 220,508 216,750 

San Martin 194,191 197,845 205,598 208,906 

Tacna 76,255 77,700 81,824 82,875 

Tumbes 62,236 63,644 68,583 65,344 

Ucayali 145,607 149,299 155,083 158,189 

合計 7,781,904 7,905,118 8,214,356 8,455,715 

出展：Indicadores de Gestión de Residuos Sólidos 2019～2022, MINAM を基に調査団作成 

 

b) 廃棄物の収集・運搬 

統合固形廃棄物管理法では廃棄物の収集・運搬は各区の責務として定められているが、各区

や町が直営で収集・運搬を行うケースと自治体が民間の収集業者へ委託するケースの二つ

が存在する。民間の収集業者は自治体と委託契約を結ぶには MINAM からの許認可を受け

る必要があり、2023 年時点では現在許認可を受けている収集業者は 1,500 社以上に上る。 

 

なお、これまで各自治体では廃棄物の収集率のデータを整理・報告する義務が無かったため、

下記表の MINAM が行った 2014 年～2018 年の調査データ以外には公開されていないが、

2019 年以降から各自治体に収集率も SIGERSOL を通じた報告内容の一つとして位置付けら

れており、今後データの整理が出来次第、他の情報と追わせて一般に公開される予定となっ

ている。 

 

表 2-7 全国の廃棄物の収集率 

州名 

廃棄物の収集率 

（%） 

2014 2015 2016 2017 2018 

Amazonas 84.3% 96.2% 92.5% 93.9% 95.4% 



20 

Ancash 64.3% 95.3% 88.0% 93.5% 95.7% 

Apurimac 80.6% 76.0% 87.6% 88.2% 93.7% 

Arequipa 89.8% 92.7% 93.3% 96.2% 94.3% 

Ayacucho 86.4% 82.6% 85.2% 83.7% 86.4% 

Cajamarca 88.8% 93.1% 96.1% 96.6% 97.4% 

Callao 93.2% 94.6% 94.2% 94.2% 94.5% 

Cusco 91.7% 89.3% 92.4% 91.9% 78.9% 

Huancavelica 89.3% 85.9% 85.0% 88.9% 87.4% 

Huánuco 87.9% 92.6% 92.2% 89.2% 90.1% 

Ica 87.6% 88.4% 87.8% 88.4% 91.5% 

Junín 87.8% 88.4% 93.2% 89.2% 90.7% 

La Libertad 92.4% 93.2% 91.7% 91.8% 93.8% 

Lambayeque 87.1% 84.0% 85.2% 86.6% 79.5% 

Lima 95.2% 96.3% 98.6% 98.5% 95.5% 

Loreto 74.1% 90.1% 89.2% 89.3% 87.5% 

Madre de Dios 81.8% 84.5% 86.0% 92.6% 86.3% 

Moquegua 84.2% 89.4% 87.8% 83.3% 87.5% 

Pasco 80.6% 83.6% 87.0% 86.2% 90.7% 

Piura 84.2% 88.3% 93.5% 93.8% 88.9% 

Puno 84.3% 83.7% 88.7% 85.9% 82.6% 

San Martin 85.8% 86.3% 90.5% 90.3% 93.1% 

Tacna 95.4% 98.3% 94.5% 90.5% 96.2% 

Tumbes 72.5% 74.6% 94.4% 95.7% 62.4% 

Ucayali 69.9% 75.2% 89.9% 84.2% 69.6% 

出展：MINAM 提供情報 

 

c) 廃棄物の中間処理 

廃棄物は有機物（Residuos Orgánicos）、無機物（Residuos Inorgánicos）、無価物（Residuos No 

Aprovechables）、その他（Residuos Especiales）の 4 つに分類され、2019 年から 2022 年まで

の廃棄物の組成は以下表の通り。無機物は有機物以外でリサイクル可能なものを指し、具体

的には紙、ガラス、プラスチック（PET、PE（HDPE）、PP 等）、金属が含まれる。無価物は

有機物・無機物でのリサイクル可能なものを除いたものを指し、具体的にはプラスチック袋、

プラスチック包装、電池類が含まれる。その他ごみは上記の３つに分類されないものを指し、

具体的には家具や窓ガラス等の粗大ごみ等が含まれる。 
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表 2-8 廃棄物の組成 

年 
有機物 

（t） 

無機物 

（t） 

無価物 

（t） 

危険ごみ 

（t） 
合計 

2019 
4,252,200 

（54.64%） 

1,750,458 

（22.49%） 

1,065,298 

（13.69%） 

713,947 

（9.17%） 

7,781,904 

（100%） 

2020 
4,406,947 

（55.75%） 

1,638,310 

（20.72%） 

1,109,578 

（14.04%） 

750,282 

（9.49%） 

7,905,118 

（100%） 

2021 
4,657,427 

（56.70%） 

1,720,026 

（20.94%） 

1,039,619 

（12.66%） 

797,282 

（9.71%） 

8,214,356 

（100%） 

2022 
4,692,300 

（55.59%） 

1,867,270 

（22.08%） 

1,139,288 

（13.47%） 

756,855 

（8.95%） 

8,455,715 

（100%） 

出展：Indicadores de Gestión de Residuos Sólidos 2019～2022, MINAM を基に調査団作成 

 

これらの内、リサイクル可能な有機物と無機物の一部はリサイクルされているが、全体の廃

棄物量の中で再利用されるのは 1～5%程度に留まる。PE-P41 で整備した最終処分場内の敷

地内には再資源化用施設も合わせて建設しており、オンサイトで有機性廃棄物の分別を行

いコンポストにしている。他方、現行の法体系の元では有機性廃棄物で作られたコンポスト

は営利目的では販売することは出来ず、あくまでも市内の公園の土壌改善のために使用す

る他、無償で住民に配布などをしている。 

 

表 2-9 有機物・無機物のリサイクル量及びリサイクル率 

年 

有機物 無機物 

リサイクル量 

（t） 

リサイクル量 

（%） 

リサイクル量 

（t） 

リサイクル量 

（%） 

2019 27,174 0.64% 56,888 3.25% 

2020 34,175 0.78% 24,847 1.52% 

2021 68,246 1.47% 80,251 4.67% 

2022 69,755 1.49% 78,805 4.22% 

出展：Indicadores de Gestión de Residuos Sólidos 2019～2022, MINAM を基に調査団作成 

 

d) 最終処分 

MINAM のデータによると 2022 年時点では合計 1,883 カ所のオープンダンプサイトが存在

し、衛生埋立処分場として機能しているのは IDB と JICA が整備した処分場を含めて僅か

65 カ所に留まる。各州の衛生埋立処分場の数は下記表の通り。 
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表 2-10 各州の衛生埋立処分場の数 

州名 衛生埋立処分場の数 

Amazonas 5 

Ancash 5 

Apurimac 4 

Arequipa 0 

Ayacucho 7 

Cajamarca 2 

Callao 1 

Cusco 2 

Huancavelica 2 

Huánuco 3 

Ica 3 

Junín 5 

La Libertad 1 

Lambayeque 1 

Lima 6 

Loreto 3 

Madre de Dios 0 

Moquegua 0 

Pasco 4 

Piura 4 

Puno 1 

San Martin 4 

Tacna 0 

Tumbes 1 

Ucayali 1 

合計 65 

出展：MINAM 提供情報より調査団作成 

 

各区はオープンダンプサイトの場所は認知し、最終処分される量の廃棄物の把握に努めて

はいるが、自治体の予算不足・人員不足により、適切な埋立処理が出来ていない。廃棄物の

総量の内、衛生埋立処分場で処理されるのは全体の 6 割程度に留まり、年々割合は微増傾向

にはあるが、依然として 4 割近くがオープンダンプサイトに投棄されている実態がある。 
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表 2-11 年間の最終処分量及び衛生埋立処分場での最終処分の割合 

年 
年間の最終処分量 

（t/year） 

衛生埋立処分場での 

最終処分の割合 

（%） 

2019 4,159,078 53.45% 

2020 4,343,399 54.94% 

2021 5,034,337 61.29% 

2022 5,172,975 61.18% 

出展：Indicadores de Gestión de Residuos Sólidos 2019～2022, MINAM を基に調査団作成 

 

なお、ペルーは沿岸地域・山岳地域・熱帯地域によって気象条件が異なり、沿岸地域は乾燥

した地域であるのに対して、山岳地域・熱帯地域では降雨量が多い。オープンダンプサイト

の多くが日常的に覆土を行えていないことから、沿岸地域では自然発火による火災が発生

するケースが生じている。また、降雨量が多い山岳地域・熱帯地域では、機材・人員不足か

ら埋立層の転圧や覆土が出来ていないことにより浸出水となる量が多く、また、遮水シート

等も設置されていないことから、浸出水による周辺環境への汚染が懸念される。 

 

（2） PE-P41、PE-P43 のサイト視察結果 

PE-P41 と PE-P43 では合計 27 カ所の処分場の整備を行っており、今回の詳細計画策定調査

では、PE-P41 から 3 カ所（Huaura、Nuevo Chimbote、Moyobamba）と PE-P43 から 4 カ所

（Marsical Castilla、Magdalena、Luya、San Carlos）の合計 7 カ所へ現場踏査を行った。各処

分場の概要及び現状・課題は後段の通り。 

 

a) Huaura 処分場 

Huaura 処分場は PE-P41 で整備された処分場。概要は以下表の通り。 

 

表 2-12 Huaura 処分場の概要 

概要 

人口規模 58,000 人 

処分場概要 面積：6ha、埋立容量：90 万 m3 

気候 沿岸地域（砂漠・乾燥地） 

降雨量（mm） 年 12.5 mm、月最大 2.4mm 

1 日あたりの搬入量（t） 180-200t/日 

有機ごみの割合（%） 52% 

埋立開始 2021 年 5 月 

出展：聞き取り調査を基に調査団作成 
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2023 年 12 月に発生した火災により、埋立作業の中断やガス抜き管の喪失、遮水シートの破

損などが生じており、準好気性埋立方式としての機能性は十分に確保されていない状況と

なっていることを確認した。具体的な現状と課題は後段の通り。 

 

 火災による埋立作業の停滞と埋立区画外への廃棄物の仮置き 

➢ 2023 年 12 月に処分場内での大規模な火災が発生した。火災の原因は不明である

が、処分場の機材（コンパクター等）が故障をしており、転圧や覆土等の通常の埋

立処理が十分に出来ていなかったことから埋立地全域に火災が広がった。火災の

対応の為に埋立区画に全ての廃棄物を運び込めないことから、一時的に埋立区画

外に廃棄物が仮置きされている。 

 

 ガス抜き管の破損・喪失 

➢ 埋立作業時にガス抜き管を倒壊させる事象が発生したことに加え、2023 年 12 月

の火災の影響でガス抜き管が溶ける等し、半数近くのガス抜き管が喪失している。 

 

 遮水シートの破損 

➢ 埋立区画の底部および内側斜面に遮水シートが張られていたが、2023 年 12 月の

火災により、側面に設置されている遮水シートの上部は一部焼け落ちていた。 

 

 浸出水貯留池のバルブの閉鎖 

➢ 通常、乾燥地域のため降雨量は少ないが、2023 年 12 月の火災発生時に鎮火の為に

大量の水を散水したことにより、浸出水貯留池がオーバーフローする可能性があ

ったため、現地調査時点ではバルブが閉鎖されていた。バルブが閉鎖されていた

ことにより、空気の流入が妨げられ、埋立区画内では嫌気的な分解が促進されて

いた。 

➢ なお、現地調査時にバルブを開放したところ、浸出水は流れ出てきたため、底部の

集排水管は一定程度の機能していることが確認できた。 

 

 人材の交代・流出による埋立技術の喪失 

➢ 2021 年および 2022 年に JICA 調査団が訪問し技術的な指導を行ったが、当時指導

した職員や人材はほぼ残っておらず、指導した内容等は継承されていなかった。

また、新しく配置された人材は準好気性埋立方式の仕組み・構造に対する理解も

やや不十分であることが確認された。 

 

準好気性埋立方式の機能性を回復させるためには、基礎的な埋立の徹底とガス抜き管の追

加設置・補修が必要であり、また処分場管理責任者が正しい準好気性埋立方式への理解を身
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につけることが不可欠と思料される。 

 

 

埋立区画内の様子 

 

破損したガス抜き管 

 

火災で溶けたガス抜き管設備 

 

火災で破損した側面部の遮水シート 

 

b) Nuevo Chimbote 処分場 

Nuevo Chimbote 処分場は PE-P41 で整備された処分場。概要は以下表の通り。 

 

表 2-13 Nuevo Chimbote 処分場の概要 

概要 

人口規模 139,000 人 

処分場概要 面積：4.8ha、埋立容量：47 万 m3 

気候 海岸地域（砂漠・乾燥地） 

降雨量 年 39.2mm、月最大 6.5mm 

1 日あたりの搬入量（t） 140-160t/日 

有機ごみ割合（%） 65% 

埋立開始 2023 年 2 月 

出展：聞き取り調査を基に調査団作成 

 

2023 年 2 月から埋立を開始されたばかりであり、詳細計画策定調査時は適切な管理がなさ

れていた。浸出水貯留池に浸出水は溜まっていなかったが、貯留池の出口からは浸出水が流

れ出た形跡も確認された。なお、Nuevo Chimbote 処分場は昼夜 3 交代に亘って埋立作業を

行うため、夜間作業時にガス抜き管の倒壊を防止する目的でガス抜き管の周辺に照明灯を
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設置するなどの工夫が見られた。具体的な現状と課題は以下の通り。 

 

 ガス抜き管の破損 

➢ 埋立作業中にコンパクターがガス抜き管に接触し、一部のガス抜き管が破損して

いる。他方、それ以外の現存のガス抜き管からはやや暖かい空気が流れているの

を確認し、一定程度の好気性分解がなされている様子が見られた。 

 

 覆土の過多 

➢ 環境省の指導では覆土は埋立層の上に 15cm 程度とのことであるが、Nuevo 

Chimbote では 30～50cm 程度の覆土がなされていた。覆土の過多による直接的な

埋立への悪影響はないものの、余分な覆土は処分場の埋立容量の逼迫に繋がるた

め、必要分だけ覆土を行うことが望ましく、覆土の量を減らす事が望ましい。 

 

現時点では準好気性埋立方式としての機能性は一定程度維持されているが、より機能性

を高めていくために、日常的な埋立管理（破袋・転圧・覆土）の徹底と破損したガス抜き

管を補修することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

埋立区画全景（2 区画） 

 

浸出水の排出形跡 

 

ガス抜き管付近の電灯の様子 

 

 

c) Moyobamba 処分場 

Moyobamba 処分場は PE-P41 で整備された処分場。概要は以下表の通り。 
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表 2-14 Moyobamba 処分場の概要 

概要 

人口規模 44,000 人 

処分場概要 面積：1.7ha、埋立容量：17 万 m3 

気候 熱帯地域 

降雨量 年 783mm、月最大 97mm 

1 日あたりの搬入量（t） 70t/日 

有機ごみ割合（%） 74% 

埋立開始 2022 年 2 月 

出展：聞き取り調査を基に調査団作成 

 

Moyobama 処分場では 2022 年から埋立を開始し、第 1 区画の埋立と最終覆土まで順調に行

われていたものの、第 2 区画と第 3 区画が同時並行で埋立が開始されてしまい、不完全な

埋立処理となっていた。また、雨水の排除も十分に出来ておらず、降雨量が多いが故に区画

内に雨水が滞留し、浸出水貯留池もほぼ満杯の状態となっていた。その結果、2024 年 1 月

には浸出水のオーバーフローも発生していた。具体的な課題と現状は後段の通り。 

 

 不完全な区画埋立 

➢ 第 1 区画までは区画埋立と最終覆土まで行われていたものの、第 2 区画と第 3 区

画からは同時並行で埋立が開始されており、中途半端な形での区画埋立となって

いる。また、第 2 区画と第 3 区画を通るアクセス道路も不安定な状況となり、第

3 区画内には容易に重機が入れないような状態となっていた。 

 

 浸出水貯留池のオーバーフロー 

➢ 本来の設計では、埋立を始めていない区画では雨水はそのまま排水できるように

バルブ操作で雨水と浸出水を分けられるようになっていたが、第 2 区画・第 3 区

画での埋立を同時並行で始めてしまったがために、雨水は全て浸出水となり、第 2

区画・第 3 区画に降った雨水は浸出水貯留池に全て排水されているような状況と

なっている。 

 

➢ その結果、2024 年 1 月には貯留池のオーバーフローが発生し、現在では第 2 区画・

第 3 区画のバルブは完全に閉鎖しており、空気の流入は阻害されている。また、

第 2 区画と第 3 区画はバルブが閉鎖されているため、浸出水を排水できず、第 2

区画と第 3 区画の一部は完全に水没し、また第 3 区画の水没した箇所から第 4 区

画に水が漏れだしており、埋立が始まっていない第 4 区画でも一部水没している

現状が見られた。 



28 

 

準好気性埋立方式として機能性はかなり損なわれており、基礎的な区画埋立に加え、雨水を

排除し浸出水の総量を減らすような取り組みが急務として挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

上流側から見た埋立区画全景（4 区画） 

 

 

 

 

 

 

下流側から見た第 2・3 区画の水没の様子 

 

第 3 区画から第 4 区画への水の流入の様子 

 

浸出水貯留池の様子 

 

d) Mariscal Castilla 処分場 

Mariscal Castilla 処分場は PE-P43 で整備された処分場。概要は以下表の通り。 

 

表 2-15 Mariscal Castilla 処分場の概要 

概要 

人口規模 9,400 人 

処分場概要 面積：4.4ha、埋立容量：48,000m3 

気候 山岳地域 

1 日あたりの搬入量（t） 1.3 t/日 
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有機ごみ割合（%） 20% 

降雨量 年 1,649mm、月最大 354mm 

埋立開始 2019 年 10 月 

出展：聞き取り調査を基に調査団作成 

 

Mariscal Castilla 処分場では 2019 年から埋立を開始し、第 1 区画の埋立が順調に行われ、ま

た自己資金で雨水排除用の排水管を設置する等、アマソナス州の気候条件に合わせた工夫

がなされていた。他方で、覆土の上に臭い消しと殺菌を目的に石灰が散布されており、空気

や水の流通の阻害要因になっていた。具体的な課題と対応は以下の通り。 

 

 ガス抜き管の追加 

➢ 埋立と覆土自体は適切になされているものの、集排水管の主管やガス抜き管の管

径が通常準好気性埋立方式で求められる規準よりも小さく、空気の流入が出来て

おらず、嫌気性となっている様子が見られた。また埋立層からメタンガスが噴出

している箇所も散見された。 

 

 石灰散布の中止 

➢ 処分場内では臭い消しと殺菌の為に石灰が広範囲にわたって散布されており、石

灰と雨水が反応して覆土の表層に膜が張っており、空気や水の流入の阻害をして

いるのを確認した。こうした石灰の散布は OEFA 等の機関からの指摘や住民へ処

分場の適切な運営をしていることを示すために以前から慣習的に行われていると

の説明があり、明確な規定やルールに基づいて実施しているものではないことが

判明した。 

 

準好気性埋立方式の処分場としては改善の余地があるものの、基本的な埋立や雨水の排除

の必要性等を処分場管理責任者は理解しており、水平管やガス抜き管の追加的な設置や石

灰散布の中止等を徹底すれば、一定程度準好気性埋立方式としての機能性は確保される可

能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

埋立区画全景（2 区画） 
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浸出水貯留池及び雨水排除用の追加管 

 

石灰の散布とメタンガスの噴出口 

 

e) Magdalena 処分場 

Magdalena 処分場は PE-P43 で整備された処分場。概要は以下表の通り。 

 

表 2-16 Magdalena 処分場の概要 

概要 

人口規模 4,900 人 

処分場概要 面積：3ha、埋立容量：32,000m3 

気候 山岳地域 

降雨量 年 2,035mm、月最大 390mm 

1 日あたりの搬入量（t） 1.0t/日 

有機ごみ割合（%） 15% 

埋立開始 2019 年 10 月 

出展：各種報告書及び聞き取り調査を基に調査団作成 

 

Magdalena 処分場は、2019 年から埋立を開始し、現在第 1 区画の基本的な埋立（転圧・覆

土）は順調に行われ、ガス抜き管も延伸されていた。他方、Mariscal Castilla 処分場と同様に

大量に石灰が散布されていたことが指摘される。具体的な現状と課題は以下の通り。 

 

 雨水の排除 

➢ 基本的な埋立処理は出来ているものの、覆土に勾配が付いていないために、区画

内に幾つか水溜まりが出来ているところが散見された。 

➢ また未埋立区画の雨水の排除が不十分なために一部は浸出水と化しており、浸出

水貯留池は約 7~8 割程度は溜まっている。現状、排水管は水没していないものの、

浸出水量が増えれば、水没や貯留池のオーバーフローする危険性がある。 

 

 石灰散布の中止 

➢ 処分場内では臭い消しと殺菌の為に石灰が広範囲にわたって散布されており、石

灰と雨水が反応して覆土の表層に膜が張っており、空気や水の流入の阻害をして
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いるのを確認した。こうした石灰散布は他の処分場と同様に中止されることが望

ましい。 

 

 

下段埋立区画の全景 

 

第 1 区画の埋立様子 

 

石灰の散布状況 

 

浸出水貯留池の様子 

 

f) Luya 処分場 

Luya 処分場は PE-P43 で整備された処分場。概要は以下表の通り。 

 

表 2-17 Luya 処分場の概要 

概要 

人口規模 10,100 人 

処分場概要 面積：5ha、埋立容量：67,000m3 

気候 山岳地域 

降雨量 年 1,024mm、月最大 145mm 

1 日あたりの搬入量（t） 1.9 t/日 

有機ごみ割合（%） 39% 

埋立開始 2019 年 10 月 

出展：各種報告書及び聞き取り調査を基に調査団作成 

 

Luya 処分場は 2019 年から埋立が開始され、第 1 区画の埋立は順調に行われている。これま

で雨水の排除が大きな課題であったが、2022 年の JICA 調査団の提言をもとに、先方負担で

新たに集排水管（管径 30 ㎝）の設置や処分場の上流部に側溝を整備し、雨水と浸出水を分

けるような取り組みが行われている。また、他の処分場とは異なり、実験的なコンポスト設
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備やタイヤ等をリサイクル物で作った作業員の休憩所なども設置し、地域住民や学生の見

学先としても活用されており、地域社会との連携・交流先となっている点も特筆される。 

 

なお、埋立量自体が非常に限定的なため、現時点では目立った課題や改善策は見受けられな

いものの、Mariscal Castilla や Magdalena 処分場と同様に石灰の散布が一部なされており、こ

れらの散布の中止が必要である。また、処分場自体が非常に急斜面に設置されているため、

斜面での埋立管理には留意が必要である。 

 

 

埋立区画に追加された配管 

 

追加された配管 

 

上流部に整備された排水溝 

 

廃材を使った休憩施設 

 

g) San Carlos 処分場 

San Carlos 処分場は PE-P43 で整備された処分場。概要は以下表の通り。 

 

表 2-18 San Carlos 処分場の概要 

概要 

人口規模 12,700 人 

処分場概要 面積：3.5ha、埋立容量：72,000m3 

気候 山岳地域 

降雨量 年 1,988mm、月最大 385mm 

1 日あたりの搬入量（t） 4.3t/日 

有機ごみ割合（%） 60% 
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埋立開始 2019 年 10 月 

出展：聞き取り調査を基に調査団作成 

 

San Carlos 処分場は 2019 年から埋立を開始しているが、区画埋立は徹底されておらず、埋

立エリアの正面左側のみ埋立がなされ、右側部分でも埋立は始まっているが中途半端な埋

立管理となっている。また左側の埋立層が逆勾配となり雨水は全て区画内に溜まるような

構造となり、区画の中央部分は完全に水没しているような状況となり、既に嫌気性埋立とな

っていた。具体的な現状と課題は以下の通り。 

 

 不完全な区画埋立 

➢ San Carlos 処分場の区画エリアの正面左側は既にある程度の高さまで埋め立てら

れており、現在では正面右側のエリアで埋立が行われている。本来的には左側か

ら右側に順に埋立を行う予定だったが、最初の埋立層が逆勾配となり、雨水が全

て区画の中央部に溜まってしまったことから、同区画に重機や収集車両が入り込

めずに、反対側の空いているスペースから埋立が再開されているような状況。 

➢ 水没した中央部からは複数の気泡が発生している箇所が散見され、メタンガスが

噴出している様子も見られた。 

 

 浸出水貯留池のオーバーフロー 

➢ 雨水の排除が出来ておらず、全て浸出水として流れ出ているため、二つある浸出

水貯留池は両方とも既にオーバーフローしている。集排水管の出口は既に水没し

ており、空気は一切流入していないような状況となっている。 

 

 人材の交代・流出による埋立技術の喪失 

➢ 2021 年および 2022 年に JICA 調査団が訪問し、技術的な指導を行ったが、当時の

指導した職員や人材はほぼ残っておらず、指導した内容等は継承されていなかっ

た。また、新しく配置された人材は準好気性埋立方式の仕組み・構造に対する理解

は不十分であることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

埋立地全景 
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水没した埋立区画 

 

オーバーフローした浸出水貯留池 

 

2.3 本事業にかかる実施機関の概要 

2.3.1 環境省 固形廃棄物管理総局 

 本プロジェクトの主たる実施機関は MINAM の固形廃棄物管理総局および総局下の事業

局となる。以下が組織の概要である。 

 

 

図 2-1 固形廃棄物管理総局の組織図 

 

表 2-19 固形廃棄物管理総局の職員数（2024 年） 

 技術職 

（正規） 

技術職 

（契約） 

事務職 

（正規） 

事務職 

（契約） 計 

男 女 男 女 男 女 男 女 

固形廃棄物管理総局 0 2 1 0 3 1 0 0 7 

固形廃棄物管理法規

制・循環局 
4 9 0 0 0 0 0 0 13 

固形廃棄物管理局 15 4 0 0 0 0 0 0 19 

固形廃棄物環境アセ

スメント・許可局 
3 6 0 0 0 0 0 0 9 

計 22 21 1 0 3 1 0 0 48 

出所：詳細計画策定調査団による質問票回答 

 

1) 固形廃棄物管理総局（Dirección General de Gestión De Residuos Sólidos：DGRS） 

 環境省の各部局の役割は「Ministerial Resolution No. 167-2021-MINAM」において示されて

固形廃棄物管理総局

固形廃棄物管理

法規制・循環局
固形廃棄物管理局

固形廃棄物環境アセ

スメント・許可局
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いる。同 Resolution において、固形廃棄物管理総局の役割は「固形廃棄物管理に関する規制

の実施について、部門当局、地方政府および地方自治体との調整、促進、助言および調整に

責任を負う」とされている。端的には、固形廃棄物管理に関する監督部局として、広い視野

からの全体調整および総局下にある各局の業務を監督、承認することを主任務とする。 

 

2) 固形廃棄物管理法規制・循環局（Dirección de Instrumentos de Gestión de Residuos Sólidos 

y Circularidad：DIGRSC） 

 固形廃棄物管理法規制・循環局の役割も同 Resolution に 9 項目が定められているが、大き

くは以下の役割を有するものと要約できる。 

 統合固体廃棄物管理国家計画（PLANRES）を策定・更新し、その実施状況をモニ

タリング・評価する。 

 自治体レベルおよび非自治体レベルの SIGERSOL を管理する。 

 市町村レベルおよび市町村以外のレベルでの固形廃棄物の管理・処理に関する指

標、地図などの情報を体系化、分析、統合、普及する。 

 

3) 固形廃棄物管理局（Dirección de Gestión y Manejo de Residuos Sólidos：DGMRS） 

 上記 Resolution では、固形廃棄物管理局の役割が 7 項目挙げられている。主たる役割は以

下のとおり。 

 固形廃棄物の管理・処理における緊急事態宣言を評価し、所轄機関と調整しなが

ら、行動計画のモニタリングを行なう。 

 固形廃棄物処理に関連するプロジェクトおよび／または投資プログラムを提案す

る。 

 地方自治体に対して、廃棄物管理プロジェクト策定に関する技術支援を行う。 

 固形廃棄物の統合管理のために、3 つのレベル、すなわち政府、民間部門、市民社

会に研修と技術支援を提供する。 

 

 端的には、自治体および非自治体への技術支援を担当する部局である。技術支援の範囲は、

インフラにかかる技術面の支援から廃棄物管理計画の策定、経済財務省が実施するインセ

ンティブ・プログラムの紹介やプログラム申請の指南、申請書作成の助言など、多岐に及ぶ。

最終処分場の運営維持管理にかかる技術支援も、当局が担っている。 

 

 なお、当局は組織図上には現れないが、「技術支援ユニット」と「（投資プロジェクト）フ

ォーミュレーション・ユニット」に分かれており、全職員 19 人のうち、前者に 15 人、後者

に 4 人が配置されている。 

 

4) 固形廃棄物環境アセスメント・評価局（Dirección de Evaluación Ambiental y Autorizaciones 
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en Residuos Sólidos：DEAA） 

 当局の役割は以下のとおり。 

 固形廃棄物事業会社の認可登録簿の登録、事業拡大、情報の変更に関する認可を

与える。 

 廃棄物の流入、通過、国外への輸出（持ち出し）に関する許可を行なう。 

 固形廃棄物インフラの予備的な診断および環境適応・管理プログラムを承認する。 

 

2.3.2 環境評価・監査庁  

 環境評価・監査庁（OEFA）は、MINAM 傘下の組織である。 

 

1) 組織構成 

OEFA 全体では約 1000 人の職員を擁する。リマの本部の他に、地方事務所が国内の計 24

州に設けられている。組織の主たる構成は下図のとおり（管理部門の記載は省略している）。 

 

図 2-2 OEFA 組織概要図 

 

このうち、OEFA 本部の廃棄物セクター担当部署は、インフラ・サービス監督局下の固形

廃棄物室である。職員数は 39 人、うち技術職が 37 人。また、37 人のうち契約職員が 29 人

を占める。OEFA によれば、契約職員が多いものの、人数の増減は殆ど無く安定していると

のことであった。また、固形廃棄物室内で更なるユニット構成は無いが、担当地域別でグル

ープ化している。 

地方事務所の体制は 3 人から 7 人程度であり、所長、環境担当、法律担当、事務担当、運

転手の各一人が一般的である。また、各事務所には車輛が最低一台は配されている。 

 

2) 組織役割（廃棄物分野） 

固形廃棄物室の主たる役割は、廃棄物セクターにかかるインフラの監督、監査、罰則処分

である：①監督：現場のインフラおよびインフラ使用の実態が法規制を遵守しているか否か

を検査する。その後、報告書を作成する；②監査：OEFA 本部で①の報告書に基づき、罰則

処分の要否を判断する；③罰則処分を実施する。 

この他、州や市が作成する廃棄物管理計画の進捗検査も行う。なお、MINAM の固形廃棄

物管理局との差異は、固形廃棄物管理局が計画の策定及び実施を支援する一方、OEFA の役

長官

環境監察政策・

戦略局
環境評価局

エネルギー・鉱

山監督局
生産活動監督局

インフラ・サー

ビス監督局

監査・罰則・イ

ンセンティブ局
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割はあくまでも計画の遵守状況をチェックするに留まる点である。 

 なお、処分場の監督監査については、地方事務所がオープンダンピングサイトを担当し、

衛生処分場は中央が担当する。つまり、地方事務所が中央よりも距離的には現場に近いもの

の、衛生処分場のモニタリングや監査には関わらない業務分担が敷かれている。 

 

3) 業務の体制および実績 

 最終処分場への訪問に際しては、2 人体制が基本である。訪問先の選定にあたっては中央

の OEFA が優先順位を定めており、同順位によって訪問地を決める。状況の深刻度によって

は、年に数度訪問することもある。2023 年の実績としては、国内 15-20 か所の最終処分場を

訪問した。 

現地訪問は基本的に事前通告なく実施する。現地での調査を終えた後は、指摘項目をチェ

ックリストの様式で作成し、自治体に提示する。自治体はチェックリストの履行に向けて、

問題や疑問等が生じた際には、MINAM の固形廃棄物管理局に相談することになる。 

 

【参考】地方自治体の組織概要 

 地方自治体では、一般的に経済開発や保健、教育、災害・治安担当局などと並んで環境局

が設けられている。この環境局傘下に公共清掃課、環境教育課、最終処分場課などが設けら

れている場合もあれば、公共清掃課だけが存在し、同課が最終処分場の運営も合わせて担当

するといった二通りのケースが見られる。一般に人口規模が比較的大きい場合に前者、少な

い場合に公共清掃課だけの設置になっている模様である。 

 人口規模が比較的大きい Huaura 郡の事例では、環境局の下、公共清掃課（廃棄物の運搬

収集を担う）、再資源課（有機・無機廃棄物の再資源活動）、コミュニケーション・啓発課、

最終処分場課が設けられている。このうち、最終処分場課が担う、Huacho の最終処分場の

オペレーションチーム構成は以下のとおり。 

 

表 2-20 最終処分場のオペレーションチーム構成（Huacho 最終処分場） 

 担当 人数 

処分場担当 責任者 1 

スーパーバイザー 2 

（廃棄物）計測 3 

トラック誘導・オペレーター 2 

再資源化担当 コンポスト 10 

 

 最終処分場および受入れる廃棄物量によってチーム規模は異なるが、チームの構成自体

は如何なる処分場でも同様の様子である。なお、組織上の課題のひとつは、ほぼ全ての職員

が契約職員であるため、職員の入れ替わりが折々で生じている点である。詳細計画策定調査
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団が訪問した場所では、長年勤めるオペレーターも居る一方で、政権交代などを契機として

オペレーションチーム長（責任者）や自治体の課長クラスが交代してしまう事例が多く見受

けられた。この点が、最終処分場の運営維持管理における技術の持続性を阻害している可能

性がある。 

 

 なお、詳細計画策定調査団が訪問したアマソナス州については、自治体間連携としての

Mancomunidad が発足している。個々の市で最終処分場をオペレーションするのではなく、

複数の市が合同で予算を拠出し、オペレーションする仕組みである。例えば Valle de Las 

Catratas と呼ばれる Mancomunidad は、隣接する 6 つの郡（Municipalidad Distrital San Carlos、

San Pablo de Valera、Churuja、Cuispes、Shipasbamba、Jazán）で Mancomunidad を結成し、San 

Carlos の最終処分場における 12 人のオペレーションチーム職員を雇用している。 

 

2.4 本事業に対する関係機関のニーズ 

 最終処分場の運営維持管理の側面において、関係機関から挙げられた課題および/もしく

はニーズは、下表のとおりである。 

 

表 2-21 最終処分場の運営維持管理にかかる MINAM および OEFA のニーズ 

 技術面 組織・制度・財政面 

MINAM  自治体を指導するために、最終

処分場の運営・維持管理に関す

る知見を高めたい。 

 廃棄物再資源化の取組みを進め

たい。 

 公共清掃の一連のプロセスに関

するコスト計算を行ないたい、

およびコスト計算の方法を知り

たい。つまり、収集、運搬、処理、

最終処分といった全工程を経

て、オペレーションにいくら必

要であるかを知りたい。この計

算結果が廃棄物収集のサービス

課金額の重要な根拠となる。 

 

【組織面】 

 地方自治体に対する最終処分場

の管理・運営・維持管理の技術支

援のための人材が不足してい

る。 

 自治体に対する技術支援方法と

して活用しているインターネッ

トの研修プラットフォームを改

善する必要がある。 

 固形廃棄物の最終処分に関する

最新のデータを得るために、

SIGERSOL を強化することが必

要である。 

 

【制度面：ガイドライン等】 

 最終処分場の運営・維持管理に

関連するガイド、マニュアルが

必要である。 
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 最終処分のためのインフラ設計

と建設に関するガイドラインが

必要である。 

 公共清掃事業の運営と維持管理

に関連するコスト計算のための

技術マニュアルが必要である。 

 地方自治体向けの廃棄物管理計

画策定に関するガイドラインを

アップデートする必要がある。 

 

【財政面】 

 地方自治体に対する最終処分場

の管理・運営・維持管理に関する

技術支援およびワークショップ

実施のための予算増が必要であ

る。 

OEFA  準好気性埋立処分場の設計、建

設、操業の技術的側面に関して、

監督者の能力開発が必要であ

る。 

 効率的に遠隔でモニタリングで

きるようにしたい。現在は一回

の出張で 8 千-1 万ソル（約 30 万

円強～）必要。衛星画像やドロー

ンを使うなど改善を図りたい。 

 

 

【制度面】 

 浸出水処理システムの設計に関

するガイドラインを策定する必

要がある。統合廃棄物管理法は、

管理方法として処理に言及して

いるものの、詳細な技術仕様を

示していない。 

 処分場からの排出物にかかる環

境基準を設定する必要がある。

現在、浸出水、ガス濃度、大気質

などにかかる基準が無い。 

 

【財政面】 

 処理場運営に割り当てられる予

算が少ない。また、市税（廃棄物

収集サービス課金）の徴収額も

低いため、施設の安定的な運営

や改善ニーズに対応することが

できない。 
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2.5 他の開発協力機関の動向・連携可能性 

 廃棄物管理セクターにかかる支援を行なっている他ドナーとして、米州開発銀行、ドイツ

復興金融公庫、アメリカ国際開発庁、韓国国際協力団が挙げられる。それぞれが実施するプ

ロジェクトの概要は以下のとおりである。 

 

2.5.1 米州開発銀行 

 米州開発銀行（IDB）は、2012 年から「Project for the Development of Solid Waste Management 

Systems in Priority Areas（PE-L1092）」で国内 8 カ所の最終処分場の新設、2018 年からは

「Program to Recover Locations Degraded by Solid Waste in Priority Areas（PE-L1153）」で 12 カ

所の処分場の閉鎖を実施している。これらは何れも JICA との協調融資案件である。 

 

プロジェクト

名称 

Project for the Development of Solid 

Waste Management Systems in 

Priority Areas 

Program to Recover Locations 

Degraded by Solid Waste in Priority 

Areas 

プロジェクト

期間 

2012 年-2022 年 2018 年- 

プロジェクト

予算 

1,850 万 USD 

（うち IDB が 1,500 万 USD） 

3,530 万 USD 

（うち IDB が 3,000 万 USD） 

対象地 8 都市：アマソナス州（バグア）、ア

プリマク州（アンダワイラス）、ア

ヤクチョ州（ワマンガ）、リマ州（チ

ャンカイ）、パスコ州（オクサパン

パとポズゾ）、ジュニン州（ヤウヨ

ス）、ロレート州（サン・ファン・

バウティスタ） 

12 都市：バグア、ワチョ、オクサパ

ンパ、アバンカイ、タルマ、ポズゾ、

チャンカイ、ヤウヨス、ワマンガ、

アンダワイラス、アイマラエス、チ

ンチャ 

主たる活動  最終処分場（嫌気性処理）の建

設 

 

 処分場の閉鎖 

 リサイクル業者の条件改善と

雇用機会の拡大 

備考  日 本との協 調案件 として 、

JICA は 23 か所の新設を担当。 

 日 本との 協調案件 として 、

JICA は 18 か所の閉鎖を担当。 

 チ ンチャ が未着手 であっ た

が、追って入札手続きに入る

予定。 

 

2.5.2 ドイツ復興金融公庫 

 ドイツ復興金融公庫（Kreditanstalt für Wiederaufbau：KfW）は、2022 年から以下のプロジ
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ェクトを実施している。 

 

プロジェクト名称 アレキパ州、コロネル・ポルティージョ州、タクナ州における統合

廃棄物管理プログラム 

プロジェクト期間 2023 年-2028 年予定 

プロジェクト予算 約 5,600 万 USD 

対象地 アレキパ州、コロネル・ポルティージョ州、タクナ州の全 27 自治体 

主たる活動  最終処分場建設 3 か所（嫌気性埋立） 

 機材（廃棄物収集車、処分場用の運営に必要な各種重機） 

 清掃計画（収集運搬ルート等）の策定など、技術支援 等 

 

2.5.3 アメリカ国際開発庁 

 アメリカ国際開発庁（United States Agency for International Development：USAID）は「Clean 

Cities, Blue Ocean（Ciudades Limpias, Océano Azul）」プロジェクトを実施している。概要は以

下のとおり。 

 

プロジェクト名称 Clean Cities, Blue Ocean (Ciudades Limpias, Océano Azul)プロジェクト 

プロジェクト期間 2021 年 3 月-2024 年 8 月予定 

プロジェクト予算 NA 

対象地 Municipalidad Provincial de Pisco (対象人口 67,467 人) 

Municipalidad Provincial de Paita (対象人口 87,979 人) 

Municipalidad Distrital de Máncora (対象人口 13,028 人) 

主たる活動 3R 活動の推進を目標に以下の活動を実施。 

 市町村における発生源での分別システムの実施と使い捨てプ

ラスチック消費の最小化（ペルー・リンピオ戦略）。 

 発生源分別、選択的収集、使用可能な廃棄物の回収の実施。機

器の納入を含む。 

 マンコラにおける衛生埋立処分場の建設にかかる詳細設計お

よび資金調達に向けた活動計画の指導。 

 回収ルートの最適化設計と実施。 

 固形廃棄物サービスに関連した女性起業家支援。 

備考 マンコラの衛生埋立処分場は準好気性埋立方式で設計する予定。 

 

2.5.4 韓国国際協力団 

 韓国国際協力団（Korea International Cooperation Agency：KOICA）はクスコでの支援を行

なっている。概要は以下のとおり。 
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プロジェクト名称 「クスコにおける統合廃棄物管理とサーキュラー・エコノミーの確

立」プロジェクト 

プロジェクト期間 2022 年-2027 年予定 

プロジェクト予算 650 万 USD 

（うち KOICA が 450 万 USD） 

対象地 クスコ 

主たる活動 クスコにおいて、統合された固形廃棄物管理システムと循環経済モ

デルを確立することを目標として、以下の活動を実施。 

 クスコ自治体職員の廃棄物管理と循環型経済にかかる能力強

化。 

 試験的堆肥化プラントの設立（30 トン規模）。 

 環境教育センターの設立。 

 家庭と観光産業を対象とした試験的廃棄物分別プログラム 

 地域住民と観光客の環境意識向上プログラム 

 

2.5.5 連携可能性 

 上記の各プロジェクトとの連携は、現時点で具体的な想定はない。協調案件として実施し

て来た IDB による最終処分場については、先方の処理方式が嫌気性埋立方式を採用したた

め、技術的な側面での情報交換は基本的には無いと考えられる。 

全般的には、処分場の運営維持管理にかかる MINAM と自治体の関係性や技術支援プロ

セスにおける教訓の交換などが主になると考えられる。特に、パイロットプロジェクトでコ

ンポスト事業を行うことになれば、KOICA が実施してきた教訓は活用できるものが多いと

推察できる。 
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3 章 技術協力プロジェクトの概要 

3.1 プロジェクト概要 

本プロジェクトは、準好気性埋立方式を採用した最終処分場が適正に運営維持管理され

ることを最終的な目標として掲げ、そのうえで本プロジェクトの枠内では「最終処分場の運

営維持管理モデルを普及するための体制整備」を目指す。このプロジェクト目標達成に向け

て、二つの側面からのアプローチを取る。すなわち、最終処分場の運営維持管理を直接担う

「地方自治体の能力強化」と、地方自治体を指導・支援する側の「MINAM の指導・支援能

力強化」（指導手法に関する制度や基盤の整備含む）である。 

また、プロジェクトでは複数のパイロットプロジェクト実施を通して、上記の MINAM と

自治体の能力強化を図る。プロジェクト対象地は我が国の有償資金協力事業で建設した準

好気性埋立方式による最終処分場であり、パイロット対象地も同事業が建設した全国 27 か

所の中から、選定する予定である。実施体制や具体的な目標および成果、活動項目は下記 3.2

以降のとおりである。 

 

3.2 プロジェクトサイト 

 日本の有償資金協力事業によって最終処分場が建設された地方自治体が対象となる。対

象事業は「固形廃棄物処理事業」（L/A 調印：2012 年 10 月）の 23 か所と「アマソナス州地

域開発事業」（L/A 調印：2013 年 1 月）の 4 か所であり、この中から、プロジェクト開始後

に対象地（パイロットプロジェクト対象地と事実上同意）を決定する。 

  

3.3 受益者 

直接受益者：MINAM、パイロットプロジェクトを実施する自治体、OEFA3 

最終受益者：パイロット自治体含むペルー国民 

 

3.4 プロジェクト実施機関 

実施機関：MINAM、パイロットプロジェクトを実施する自治体 

協力機関：OEFA 

 

 MINAM においては、固形廃棄物管理総局が実施組織となる。同総局下にある固形廃棄物

管理局および固形廃棄物管理法規制・循環局からカウンターパートが投入される。 

 

 

 
3 OEFA は MINAM との協議では協力機関として位置づけられたが、プロジェクトの中では能力強化の対

象として研修に参加したり、プロジェクトが作成するガイドラインを活用したりするため、直接受益者と

して計上。 
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3.5 プロジェクトの協力枠組み 

3.5.1 上位目標 

最終処分場の運営・維持管理モデルが全国の準好気性埋立方式を採用している処分場に

普及される 

指標 1. 最終処分場の運営・維持管理ガイドライン及び各種研修教材が準好気性

埋立方式を有する、もしくは同方式の建設予定がある全自治体に配布されて

いる 

2．プロジェクトが定めた運営維持管理モデルが XX 州で導入されている 

*本件にかかる最終処分場は、特記ない限り、準好気性埋立方式（福岡方式）を用いた処分

場を指す 

 

3.5.2 プロジェクト目標 

最終処分場の運営維持管理モデルを普及するための体制が整備される 

指標 1．最終処分場の運営・維持管理ガイドライン、各種研修教材、普及計画書が

環境省から承認される 

2．環境省の年間業務計画の中に「関係機関による協力を得ながら環境省が実

地指導を含む研修機会を年間最低 XX 回以上提供する」ことが組み込まれる 

3．全国普及に向けた担当職員チームが形成される 

※運営維持管理モデルは気候条件別に、必要な維持管理技術や普及にかかる実施組織の体

制、研修メニューなどを含めたものとする 

 

3.5.3 成果 

成果内容 指標 

1. ペルー国内の固形廃棄物管理の

現状と課題が明らかにされる 

1．プロジェクト開始後 2 年以内に、全国の固形廃

棄物管理のレビューを踏まえ、最終処分場の現状と

課題をマッピングした資料が作成される 

2. パイロット事業を実施する地方

自治体において、最終処分場にかか

る運営・維持管理能力が強化される 

1．パイロットプロジェクト終了後のパイロットサ

イトの自治体職員のキャパシティ・アセスメントの

スコアが、ベースライン値から少なくとも平均 XX

ポイント増加する 

2. 2 つの円借款事業対象地を担う自治体職員向け

に、XX 回の研修を実施する 

 

＊これらに加えて、プロジェクト開始後に、浸出水

の BOD や処分場における石灰使用量の減少を指標

として採用することを検討する。 
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3. 最終処分場の運営・維持管理につ

いて、環境省及び関係機関が自治体

等に対して指導・支援する手法・基

盤が確立される 

1．環境省及び関係機関職員のキャパシティ・アセ

スメントのスコアがベースライン値から少なくと

も平均 XX ポイント増加する 

2．ワーキンググループが抽出した課題や教訓が報

告書としてまとめられる 

 

3.5.4 プロジェクト活動 

1-1 2 つの円借款事業で建設された最終処分場の現状や課題についてレビュー・分析

を行う。 

1-2 活動 1-1 の調査結果に基づき、全国の最終処分場のカテゴリ分類と優先順位を特

定する。 

1-3 活動 1-1 の調査結果について、セミナー・ワークショップにて発表を行う。 

2-1 活動 2-1 の結果を踏まえてパイロットサイトを決定する。 

2-2 パイロットサイトの自治体職員のキャパシティ・アセスメントを実施する。 

2-3 活動 2-1,2-3 の結果も踏まえて、パイロットサイトの最終処分場の改善計画及び

日常の作業計画を策定する。 

2-4 最終処分場の運営・維持管理能力の強化に資するパイロットプロジェクトを実施

する。 

2-5 他の自治体向けにパイロットサイトで実地研修を行う。 

2-6 各パイロットプロジェクトの課題と教訓を抽出し、他自治体に共有するための報

告書を作成する。 

3-1 環境省の職員のキャパシティ・アセスメントを実施する。 

3-2 環境省やパイロットサイトの自治体、その他関係機関で構成されるワーキンググ

ループを組織、運営する。 

3-3 ワーキンググループで成果 2 におけるパイロットサイトでの活動および報告書を

レビューし、各自治体共通の課題や教訓を抽出する。 

3-4 活動 3-3 の内容を踏まえ、自治体が使用できる準好気性埋立方式の最終処分場の

運営・維持管理ガイドライン及び研修教材を策定する。 

3-5 作成された運営・維持管理ガイドラインがセミナーで発表される。 

3-6 成果 2 および成果 3 の活動全体をレビューし、将来の普及展開を見据えた運営維

持管理モデルとして体系化する。 

 

3.5.5 外部条件および前提条件 

外部条件 （活動レベル） 

パイロット事業が、住民の反対や自然災害等によって中止、中断されない 
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（成果－プロジェクト目標－上位目標レベル） 

技術移転を受けたカウンターパートが大量に異動、離職しない 

前提条件 なし 

 

3.6 投入 

3.6.1 日本側の投入 

1) 専門家 

本プロジェクトでは本邦とペルーを往来するシャトル型専門家の投入を、以下の分野で

計画する。この他、準好気性埋立方式の実務に詳しい人材/組織の投入も検討する。 

 業務主任者/準好気性埋立方式 

 最終処分場（計画） 

 最終処分場（運営維持管理） 

 財務・組織 

 このうち、最終処分場（計画）専門家が、普及計画の作成や研修計画、ガイドライン/研修

教材の作成など、MINAM との協働作業を担う。他方、最終処分場（運営維持管理）がパイ

ロットプロジェクトの実施を担当する役割分担である。財務・組織については、パイロット

プロジェクトの対象最終処分場における運営維持管理コストの試算や対象自治体の組織体

制にかかる分析、提言などを行なう。 

 

2) 機材供与 

本プロジェクトでは、パイロットプロジェクトの実施に際して必要なガス抜き管や浸出

水のための排水管、処分場内の砕石など、資材の供与を主としており、重機などの機材供与

は計画していない。 

 

3) 研修 

本プロジェクトでは本邦研修の実施を計画している。準好気性埋立方式において、先駆的

な取り組みを続けている福岡市において同方式の実務等を研修する予定である。 

 

4) その他 

 パイロットプロジェクト実施に要するコスト。なお、ガイドラインの発表セミナー等にか

かる経費負担はペルー側とプロジェクト開始後に交渉する。 

  

3.6.2 ペルー側の投入（負担事項） 

1) カウンターパート 

 プロジェクトダイレクター：MINAM 固形廃棄物管理総局 総局長  

 プロジェクトマネージャー：MINAM 固形廃棄物管理局 局長 
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 日常的なプロジェクト活動にかかるカウンターパートは、固形廃棄物管理局および固形

廃棄物管理法規制・循環局の職員、パイロットプロジェクトの対象自治体職員となる 

 

2) 施設 

 専門家執務室（MINAM 内およびパイロットプロジェクト対象自治体内） 

 

3) ローカルコスト 

 カウンターパート給与 

 カウンターパートの日当旅費 

 執務室における光熱費等 

 

3.7 プロジェクト実施体制 

3.7.1 プロジェクト実施体制図 

 プロジェクトの実施体制は下図のとおりである。本プロジェクトでは主たるカウンター

パートの MINAM とパイロットプロジェクト自治体に加えて、カウンターパート・ワーキ

ンググループを設置し、OEFA をはじめとした関係組織を実施体制の中に取り込む予定であ

る。なお、カウンターパート・ワーキンググループの構成は、OEFA についてはほぼ確定し

ているが、その他の構成メンバーは、その必要性も含めて、プロジェクト開始後に決定する。 

 

図 3-1 プロジェクト実施体制図 

 

 また、合同調整委員会は上図内の Project Implementation Structure の組織をメンバーとして

構成する。議長はプロジェクトダイレクターが兼務する予定である。この他、オブザーバー

には日本大使館のみ確定しているが、他組織は上図の Relevant Organizations を参照しなが
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ら、追って最終決定する予定である。 

 

3.8 プロジェクト実施上の留意事項 

3.8.1 留意事項 

本プロジェクトを実施するにあたっての留意事項として、以下の点が挙げられる。 

 

1) OEFA の参加 

 最終処分場の運営について監督・監査の責を負う OEFA が、準好気性埋立方式について正

確な知見を持つことは極めて重要である。そのため、日本側は MINAM のみならず、OEFA

に対しても積極的に技術移転を図ることが望ましいと考えている。しかしながら、MINAM

の主張によれば、OEFA はあくまでもインフラが法規制通りに運用されているかといった定

型的な検査をする組織に過ぎず、さほど重要ではないとの見解を崩さなかった。議論の結果、

OEFA は実施機関ではないものの、協力機関としての位置付けを以て、プロジェクトの研修

にも参加することで合意した。OEFA からは口頭ベースで、本プロジェクトに対する前向き

な参加意思を確認済みであるが、より具体的に、どの程度の頻度で、且つ何人程度が OEFA

から参加するかは合意に至っていないため、今後、OEFA の参加頻度、参加する体制などに

ついて、関係者間の合意が必要である。 

 

2) 最終処分場オペレーションチームの人事 

 最終処分場のオペレーションチーム職員は殆どが契約職員であるため、自治体の予算不

足や選挙結果などを受けて、解雇や交代が比較的多く生じている様子である。結果、これま

でも有償資金協力事業の実施ユニットや JICA 調査団が折々で技術指導してきた成果が持続

していないといった、持続性や効率性の問題に直面している。 

 本プロジェクトでは、このような人事交替の可能性も十分念頭に置きながら、オペレーシ

ョンチームのみに技術移転するのではなく、要所では地方行政府の正職員も技術移転対象

に含むなどの工夫を以て、技術移転の効果を持続できるよう努める必要がある。 

 

3.8.2 協議事項 

下記は、今般の詳細計画策定調査団がペルー側と協議した際に、特に議論を重ねたポイン

トであり、結果、両者間で合意したものである。そのため、留意事項には該当しないが、今

後改めて両者間の議題に上がる可能性があることを念頭に特記する。 

 

1) オープンダンプサイトの改善に係る活動 

ペルーでは現在 1,800 カ所以上のオープンダンプサイトが存在し、これらのオープンダンプ

サイトの改善は MINAM の優先事項の一つであるとの説明があり、準好気性埋立方式の技

術や知見を応用するパイロットプロジェクトの実施へ期待が寄せられた。他方、本プロジェ
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クトは二つの有償資金協力案件に付随する技術協力プロジェクトであることから、円借款

のスコープ外のオープンダンプサイトで活動を実施することは困難であることを説明しつ

つ、今回のパイロットプロジェクトで行う処分場の改善事業はいずれもオープンダンプサ

イトでも応用可能なものであることを補足した。その結果、本プロジェクトではオープンダ

ンプサイトでの実地活動等は行わない代わりに、技術的な情報・知見や他国での応用事例等

を共有することで、合意した。 

 

2) 再資源化にかかる活動 

 MINAM は現在、廃棄物の再資源化を同省の重要な取組み項目のひとつとして掲げている

4。そのため MINAM は本プロジェクトでも再資源化、特に処分場内に設けられたコンポス

ト施設において、コンポストの質、量の増大にかかる技術支援を求めた。しかしながら、日

本側は本プロジェクトの主眼はあくまでも最終処分場の運営維持管理であるため、コンポ

ストにかかる支援は処分場内施設で完結できる内容に留めることを示し、両者で合意した。

つまり、コンポストの作り方の改善やガイドラインの策定、映像などの研修教材の作成につ

いて支援する一方で、コンポストの収益性分析や市場開拓までは含まないとした。 

 

3) 財務分析専門家の所掌範囲 

 上記の再資源化活動と並んで、プロジェクトの扱う範囲として協議した事項が財務分析

専門家の所掌範囲である。日本側は上記同様に処分場の運営維持管理に注目しているため、

処分場のコスト試算だけに特化することを考えていたが、MINAM は収集運搬も含めたサー

ビス全般を俯瞰して、自治体が廃棄物管理サービスを行ううえで必要な収支計算をしてほ

しい旨を主張した。両者の協議結果としては、自治体における廃棄物管理サービスの詳細、

精緻な収支分析を行なうのではなく、収支計算の方法を指導することで合意した。 

  

 
4 MINAM によれば、廃棄物の再資源化は全国合計 1.8％しか進んでいないため、この数値向上を目指し

ているとのこと。 
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4 章 評価 6 項目に基づく事前評価 

4.1 妥当性 

4.1.1 ペルー国政府の政策との適合性 

ペルー政府の環境分野における根幹的な政策である「国家環境政策 2030（Política Nacional 

de Ambiente 2030）」は、9 つの優先目標を掲げており、その一つに廃棄物管理の強化を掲げ

ている。優先目標のスローガンは「固形廃棄物の適正処理を増やす」ことであり、最終処分

場の関連において「地方自治体の固形廃棄物の内、適切な最終処分場で処理されたものの割

合」と「適切な最終処分場で処理された、自治体以外の固形廃棄物の割合」を達成指標とし

て掲げている。 

また、廃棄物管理にかかる中長期計画の「全国総合廃棄物管理計画（Plan Nacional de 

Gestión Integral de Residuos Sólidos：PLANRES）」では、MINAM や地方自治体の能力強化を

具体的な目標項目として示している。 

本プロジェクトは MINAM および地方自治体の能力強化を以て、最終処分場の運営維持

管理状況を改善する取り組みであり、同政府が掲げる上記の政策指針と整合している。 

 

4.1.2 ターゲットグループのニーズとの整合性 

ペルーにおける「準好気性埋立方式」による最終処分場は、我が国の有償資金協力「固形

廃棄物処理事業」（L/A 調印：2012 年 10 月）による導入が初の事例である。これまで同事業

にかかる実施ユニットの一部には同方式の運営維持管理技術が移転されてきたものの、

MINAM 本体にはその技術知見が十分に蓄積されているとは言い難い。また、同方式に関す

る各種のガイドライン（例えば設計ガイドライン等）も整備する必要があるものの、MINAM

独自ではガイドラインを作成出来ないまま、つまりは準拠すべき技術基準が無いままに処

分場の運営が為されているのが実態である。 

そのため、MINAM は最終処分場管理について技術知見を蓄積し、且つ必要なガイドライ

ンやマニュアル等を整備することを喫緊の課題としている。また指導方法についても、限ら

れた人的、財政的リソースを効率よく利用するため、指導方法の工夫、例えば映像を利用し

た指導方法なども模索している。 

本プロジェクトは、パイロットプロジェクトの実施を通して、MINAM 自身が実地で運営

維持管理技術を学び、且つこれらのエッセンスをモデル化、教材化する計画である。これら

のプロジェクト内容は、上記の MINAM が抱える喫緊のニーズに整合している。 

 

4.1.3 手段としての適切性 

下記の観点から、本プロジェクトは手段としての適切性を十分に有しているものと考え

られる。 
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1）ターゲットグループの適切性 

本プロジェクトのターゲットグループは、MINAM と地方自治体である。前者の MINAM

は、最終処分場を含めた廃棄物管理全般について地方自治体を指導、支援する責を負ってい

る。そのため指導者としての MINAM が最終処分場の運営維持管理について知見を有して

おくことは、最終処分場の適正な運営維持管理の実現に向けての必要条件といえるもので

あり、同組織がターゲットグループになることは極めて妥当である。 

また、後者の地方自治体は現場で最終処分場の管理を担う直営組織であり、適正な運営維

持管理を実現するべく、能力強化が強く求められている。本プロジェクトが対象とする地方

自治体は、プロジェクト開始後に決定されるが、多様なスクリーニングプロセスを経ること

により、普及モデルとしての合理性を有する、適切な自治体が選定されることになると考え

られる。何れの自治体が選定されるにしても、その重要性および適切性は揺るがないものと

考えられる。 

 

2）日本の技術の優位性 

日本には準好気性埋立方式（福岡方式）にかかる技術知見と各種教訓が豊富に蓄積されて

いる。埋立方式の名称が福岡方式であることからも明らかなように、同方式は日本発祥（福

岡県発祥）の技術である5。 

また、技術知見に加えて、日本はこれまで複数の国々で同方式の最終処分場建設や運営維

持管理の支援を行なってきた。これら技術移転での各種経験・教訓ならびに多岐に亘る研修

コンテンツなどを、本プロジェクトでは有効に活用することが期待できる。 

 

4.2 整合性 

4.2.1 日本の援助政策との整合性 

我が国の対ペルー国別開発協力方針（2017 年 9 月）は、「持続的経済発展への貢献」を大

目標としながら、重点分野のひとつとして「環境対策」への支援を謳っている。同分野では

上下水道施設の整備や熱帯雨林の保全と並んで、廃棄物処理への支援を特記している。更に

事業展開計画では「環境改善促進プログラム」を設定しており、「持続的な経済社会開発の

ために不可欠となる環境対策について、日本の知見を活用しつつ支援する。特に固形廃棄物

処理については積極的に支援する」ことを方針として示している。 

また、JICA の協力方針に対しても整合性が確認できる。JICA のグローバルアジェンダ「環

境管理（JICA クリーン・シティ・イニシアティブ）」のクラスター「廃棄物管理の改善と純

化型社会の実現」においては、廃棄物管理システムの改善や都市圏等地域の行政・公的機関

や国全体の廃棄物管理行政を担う機関の能力強化、また環境への負荷が小さい循環型社会

 
5 福岡大学と福岡市の協力により実用化したものであり、日本国内では 1975 年に福岡市の新蒲田埋立場

で初めて実用化され、1979 年には日本の廃棄物最終処分場指針の標準構造として採用された（福岡方式

廃棄物最終処分場導入ガイド、福岡県）。 



52 

の実現に向けた支援を目標として掲げており、本プロジェクトの方向性とも合致する。 

 

4.2.2 日本および他の開発協力機関による事業との連携・相互補完性 

1）日本の事業との連携・相互補完性 

 本プロジェクトは有償付帯技術協力プロジェクトであり、有償資金協力「固形廃棄物処理

事業」（L/A 調印：2012 年 10 月）が新設した 23 カ所の衛生埋立最終処分場、および「アマ

ソナス州地域開発事業」（L/A 調印：2013 年 1 月）の 4 カ所の衛生埋立処分場の運営維持管

理強化を目的としたものである。つまり、本技術協力プロジェクトは、これら有償資金協力

事業の効果発現を補完するものといえる。 

 

2）他の開発機関による事業との連携・相互補完性 

IDB や KfW も最終処分場の建設を支援しているが、処理方式が異なるため、技術面での

連携は想定されない。但し、MINAM から地方自治体に対する技術支援の方法や体制、最終

処分場の運営管理における留意点等の観点で、相互に蓄積した教訓を共有するといった連

携は考えられる。 

 

4.3 有効性 

4.3.1 計画の論理性 

本プロジェクトは「最終処分場の運営維持管理モデルを普及するための体制整備」をプロ

ジェクト目標として掲げている。その目標達成に向けて、「最終処分場の現状と課題の整理・

明確化（成果 1）」、「地方自治体における最終処分場の運営・維持管理能力の強化（成果 2）」

および「環境省及び関係機関の指導支援の手法/基盤の確立（成果 3）」をそれぞれ成果とし

て位置づけ、プロジェクトをデザインしている。 

成果 1 は最終処分場の現状と課題を明確化することで、その後の成果 2 および成果 3 の

活動へ繋げるものである。いわば、成果 1 で整理した情報はパイロットプロジェクトの選定

や俯瞰的に運営維持管理モデルを構築するために有益なものであり、プロジェクトの第 1 ス

テップに位置づけられる。成果 2 はパイロットプロジェクトのサイトが、今後も最終処分場

の運営維持管理手法を示す、いわば研修実施のための教室として機能し続けることを意図

している。また、成果 3 はガイドラインや教材、マニュアルといった指導支援に必須の手法

/基盤の確立である。 

つまり、運営維持管理モデルの普及に必要なコンポーネントに該当する、研修の場（成果

2）と指導支援のための手法/基盤（成果 3）がそれぞれの成果で完成することになる。換言

すれば、成果 1 に基づいて実施する、成果 2 と成果 3 がプロジェクト目標を達成するため

の要素となっており、成果-プロジェクト目標の因果関係が成立しているものといえる。 
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4.3.2 プロジェクト目標・成果の達成見込み  

本プロジェクトはパイロットプロジェクトの実施および多様な成果物の作成を通して、

プロジェクト目標の「最終処分場の運営維持管理モデルを普及するための体制整備」の達成

に取り組むものである。プロジェクトが作成するガイドラインやマニュアル等については、

技術的に高度なものを想定しておらず、日本側とペルー側の協同作業を通じて作成するこ

とが十分に可能である。 

また、パイロットプロジェクトの実施については、日本側は準好気性埋立方式の実務に詳

しい人材の投入など、人材投入にも工夫を施すことを検討しており、有効かつ効率的な指導

が実現できる可能性が高い。 

加えて、プロジェクトではガイドラインにおいて省令としての承認プロセスを予定する

ものの、省内で完結できる法規制承認プロセスであり、承認までの所要時間といった制約条

件の視点からも大きな懸念事項は無い。 

総じて、本プロジェクトの目標および成果の達成は可能と判断できる。 

 

4.3.3 プロジェクト実施にかかる外部条件 

本プロジェクトの外部条件として、カウンターパートの離職や異動可能性を挙げた。

MINAM においては技術者レベルの離職や異動は少なく、プロジェクト成果に甚大な影響を

及ぼすほどの離職者が出る可能性は低い。但し、選挙などを契機として、総局長などのマネ

ジメント層が交代する可能性は比較的高い。 

また、地方自治体の人事異動の可能性も同様である。政権交代のタイミングで自治体の環

境課のマネジメント層の交代および最終処分場職員の契約が更新されないことが生じる可

能性がある。持続性の観点からも、特に最終処分場における職員の頻繁な交代を避ける手段

や影響を軽減する工夫を講じることが求められる。 

この他、パイロットプロジェクト対象地での住民との軋轢については、そもそも軋轢が無

いことを場所選定のクライテリアとすることで回避できる可能性が高い。また、異なる視点

では、本プロジェクトの取組みは地域住民に対し正のインパクトを提供できるものである

ため、相互理解が進めば不要な軋轢は生じないと考えられる。 

 

4.4 効率性 

4.4.1 人的投入 

1）日本側投入 

本プロジェクトでは、成果 1 から成果 3 までの技術テーマを網羅するために、業務主任/

準好気性埋立方式、最終処分場（計画）、最終処分場（運営維持管理）、財務・組織の計 4 分

野の専門家を投入する。この他、準好気性埋立方式の実務に詳しい人材（組織）の追加投入

を行なうことで、パイロットプロジェクトの現場活動および技術移転の質向上を図る計画

である。それぞれ専門家の有する経験や知見を適所で活用できる投入配分であり、成果達成
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を支える効率性の高い投入になるものと考えられる。 

 

2）ペルー側投入 

ペルー側は MINAM の固形廃棄物管理総局のうち、固形廃棄物管理局および固形廃棄物

管理法規制・循環局カウンターパートを投入するが、特に自治体への指導支援を担う固形廃

棄物管理局が中心となる。また、主たるカウンターパートにはならないものの、OEFA も関

係機関としての位置付けで研修等に参加し、準好気性埋立方式にかかる能力強化を図る。 

つまり、最終処分場の運営維持管理において、自治体を指導、支援する役割の MINAM と

監査を担う OEFA の両者が参加することで、遺漏なく必要な組織部署からカウンターパー

トが参加することになる。この観点において、ペルー側の人的投入も適正と考えられる。 

 

4.4.2 物的投入 

1）日本側投入 

本プロジェクトにおける物的投入は、パイロットプロジェクトの実施に必要な資材が想

定される。具体的にはパイロットプロジェクトの対象処分場の状況によるが、ガス抜き管や

浸出水の排水パイプなどが現在のところ想定できる。他方、重機の投入は計画しておらず、

必要に応じて重機はレンタル使用で対応する。このように、本プロジェクトでの物的投入に

ついては、パイロットプロジェクトへの対応を中心として必要最低限の投入に留める計画

である。 

 

2）ペルー側投入 

ペルー側は MINAM およびパイロットプロジェクト対象の自治体行政府において専門家

執務室の提供および関連の光熱費等を負担する。また、カウンターパートの日当や宿泊、交

通費についてもペルー側が負担する。加えて、ペルー側が保有する重機などの機材は有効活

用する予定である。 

 

4.4.3 本邦研修 

本プロジェクトでは 1 回の本邦研修実施を検討している。比較的早い段階の初年度（パイ

ロットプロジェクトの実施前）に 1 回目の本邦研修を実施し、日本における準好気性埋立方

式にかかる運営維持管理の実例を学ぶ。日本での事例を実見することで、パイロットプロジ

ェクトにおける理想図を描けるようになるとともに、今後のプロジェクト参加へのモチベ

ーション向上に繋げる。このように研修実施のタイミングと研修内容を戦略的に扱うこと

によって、効率性の高い投入になることが期待できる。 
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4.5 インパクト 

4.5.1 上位目標達成の見込み 

上位目標 最終処分場の運営・維持管理モデルが全国の準好気性埋立方式を採用してい

る処分場に普及される 

指標 1. 最終処分場の運営・維持管理ガイドライン及び各種研修教材が準好気性

埋立方式を有する、もしくは同方式の建設予定がある全自治体に配布されて

いる 

2．プロジェクトが定めた運営維持管理モデルが XX 州で導入されている 

 

上位目標達成の可能性は存する。 

本プロジェクトの上位目標には「最終処分場にかかる運営・維持管理モデルの普及」を掲

げ、この「普及」状況を判断する指標として、①ガイドライン及び各種研修教材の全自治体

に対する配布と②運営維持管理モデルが導入されている州の数の二点を挙げた。 

まず①のガイドラインや研修教材の配布については、作成する成果物の種類によって印

刷、配布をするものもあれば、MINAM のネット上にアップロードして、必要に応じて地方

自治体が自ら参照する方法の二通りがある。何れも、現在まで MINAM が地方自治体に対

して行なっている配布方法に準じたものであり、大きな阻害要因は無いと考えられる。また、

②の運営維持管理モデルの導入については、まず何よりも MINAM が今後の埋立方式とし

て準好気性埋立方式を指向しているか否かが問われる。本詳細計画策定調査において、

MINAM は準好気性埋立方式の積極採用を明言している他、実際にペルー政府の開発プログ

ラム「Con Punche Perú」で、現在 4 か所の準好気性埋立方式処分場を建設中、2 か所で入札

中であることも確認された。このような事実からも、今後ペルー政府が準好気性埋立方式の

採用を促進する可能性は高く、本指標が満たされる土壌は十分にあるといえる。 

以上から、上位目標の達成見込みは十分にあるものと判断できる。 

 

4.5.2 その他に期待される正の波及効果 

 地域住民との関係良化 

 パイロットプロジェクトの実施によって、最終処分場の運営維持管理状況が改善するこ

とで多様なインパクトが想定できる。 

✓ 仮に、これまで地域住民から最終処分場の悪臭や水質汚染についてクレームが

度々あった場合には、今般の運営改善を通して住民の不平不満が解消される可

能性がある。 

✓ 処分場やコンポスト施設に地域住民や学校が訪問することを積極的に受け入れ、

環境教育の場として活用してもらうことが考えられる。実際に詳細計画策定調

査団が訪問したアマソナス州 Luya では、見晴らし台やリサイクルオブジェを多

数開発し、住民・学校を受け入れていた。 
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このような活動を通して、住民の意識変化、ひいてはゴミの分別などの日常生

活の行動変容にも貢献できる可能性がある。 

✓ 最終処分場は若年層を中心に貴重な就労機会を提供している。処分場が安定的

に運営されるようになれば、職員の雇用安定に寄与する可能性もある。 

 

 コンポストの活用 

✓ コンポストの質および生産量が増大することで、自治体の各種用途に広く活用

できるようになる。現在のところ、最終処分場で生産するコンポストは公園の

植栽等に対する肥料として利用されているに留まるが、生産量が増大すること

によって、その用途や恩恵が広がる。 

 

4.5.3 負のインパクト 

現時点において負のインパクトは想定されない。 

 

4.6 持続性 

4.6.1 政策面 

ペルー政府の国家環境政策 2030（Política Nacional de Ambiente 2030）は、廃棄物管理の強

化を掲げるとともに、最終処分場に関わる達成指標も示している。また、上位目標の見込み

にも記したように、既にペルー政府は準好気性埋立方式による最終処分場の建設を押し進

めており、今後も同方式による処分場の運営維持管理技術を重視し続ける可能性は非常に

高い。 

 

4.6.2 組織面 

MINAM の固形廃棄物管理総局下には、主に法規制やガイドラインの策定を担う固形廃棄

物管理法規制・循環局、自治体への計画策定、技術支援を司る固形廃棄物管理局、アセスメ

ントの任を負う固形廃棄物環境アセスメント・許可局というように、主たる役割に応じた組

織部局が設けられている。また、職員数も決して潤沢とは言えないまでも、業務遂行に対応

できる人数を擁しており、且つほぼ全員が正規職員という具合に雇用の継続性という観点

でも大きな問題は無い。政権交代によるマネジメント層の交代はある程度やむを得ないも

のの、組織体制としての持続性は概ね確保されているといえる。 

ただし、地方自治体が雇用する最終処分場については、オペレーションチームの多くが契

約職員であるため、政権交代や予算獲得の状況によって解雇や人員交代が行われており、組

織面の持続性は脆弱である。 

 

4.6.3 技術面 

技術面の持続性はひとえに本プロジェクトの技術移転の成果に大きく拠るものとなるた
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め、現下での判断は難しい。ただし、本プロジェクトでは映像教材を含めて、多様な研修教

材を作成する予定であり、これらマテリアルが技術面の持続性確保に貢献するものと期待

できる。 

 

4.6.4 財政面 

財政面の持続性にかかる全体的な傾向として、以下のことが言える。持続性を促進しうる

プラス要因として、1）廃棄物管理の重要性を反映し、これまで無かった廃棄物セクターの

自治体交付金が 2024 年から開始された（全国の自治体対象に約 8,500 万ソル＝約 34 億円）、

2）廃棄物セクターにかかるインセンティブ・プログラムの評価対象に最終処分場のパフォ

ーマンスも採用されるようになったことの二点が挙げられる（インセンティブ・プログラム

とは、自治体が廃棄物管理に関する各種のパフォーマンス指標を達成すれば、達成度に応じ

て予算を得られるというもの）。 

他方で、懸念すべきマイナス要因としては、廃棄物管理サービス課税に該当する住民税の

支払い率が極めて低いため、自治体は廃棄物サービス分野で慢性的に予算不足となってい

る点である。 

つまり、上記の正負の要因バランスに拠るものとなるが、概しては上記の促進要因に該当

する予算割り当て分だけでは不足する可能性が高い。そのため現時点では、財政面での持続

性を確信するには至っていない。 
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5 章 その他横断事項 

5.1 気候変動対策 

5.1.1 ペルー国 NDC（国が決定する貢献との整合性確認） 

ペルーは、開発・経済目標を実現し気候変動への適応能力を高めるための取り組みとし 

て、2020 年に「国が決定する貢献」（Nationally-Determined Contribution：NDC）を国連気候

変動枠組条約（United Nations Framework Convention on Climate Change：UNFCCC）に提出し

ている。 

 2020 年に提出された NDC では主要セクターとして、エネルギー、製造業、廃棄物、林業、

農業の 5 つが挙げられている。準好気性埋立方式を用いた衛生埋立処分場が適切に運用さ

れれば、メタンガスの排出量の削減に貢献することが期待され、温室効果ガスの削減に結び

つくことから、同国の NDC とも整合すると評価できる。 

 

5.1.2 緩和策のシナリオ検討 

「気候変動対策支援ツール（JICA Climate-FIT：緩和策 Mitigation）を参考に、上下水道・都

市衛生セクターの方法論 17～19 に基づいて事業内容を以下のとおり評価した。 

 

表 5-1 気候変動対策に係る事業内容評価 

サブセ

クター 
典型的な適用事業の概要 

本プロジェク

トの該当性 

17 埋め立て完了後および使用中の処分場から発生するランドフ

ィルガス（LFG）を回収・有効利用（発電、熱供給）する事業 
非該当 

18 有機性廃棄物を嫌気発酵し、発生する CH4（バイオガス）を回

収・利用する事業 
非該当 

19 有機性廃棄物をコンポスト化する事業 該当 

 

5.1.3 リスク評価 

気候変動対策における気候リスク評価は以下のとおりである。 

 

表 5-2 気候リスク評価 

カテゴリ 気候リスク評価概要 

曝露 本事業では 2 つの有償資金協力で整備した準好気性埋立方式を用

いた衛生埋立処分場を保有する自治体を対象に、処分場の設備の

部分的な改善を行うため、一定程度の曝露の可能性は認められる。 

ハザード ペルーは沿岸地域、山岳地域、熱帯地域によって気象条件が異な

り、沿岸地域はエルニーニョ現象による影響や山岳地域・熱帯地域
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では極端な豪雨などが発生するリスクが認められる。 

脆弱性 豪雨による洪水等の災害発生時に廃棄物処理サービスの対処・適

応能力の欠如が懸念される。 

リスク 豪雨等により洪水が発生する場合、固形廃棄物が居住地区を含む

土地において氾濫するリスクが認められる。 

適応オプション 固形廃棄物の飛散や氾濫を防ぐために、本事業のパイロットプロ

ジェクトでは衛生埋立処分場の転圧や覆土を通じた徹底的な埋立

管理がなされるようにする。 

 

5.1.4 気候変動対策に係る検討結果 

 同国が公開している NDC においても廃棄物分野は主要セクターの一つに据えられ、準好

気性埋立方式自体がメタンガスの削減の効果を持つものであり、適切な運営維持管理がな

されれば温室効果ガスの削減へ貢献に期待され、NDC とも整合すると評価できる。また、

衛生埋立処分場の不適正な管理は気候リスクによる影響が懸念されるため、徹底された

日々の埋立管理に努めることで、これらの気候リスクを防止することが出来ると考えられ

る。 

上記を踏まえ、本事業は気候変動対策案件として位置付けることが適切と判断されるが、

今回の詳細計画策定調査では具体的に温室効果ガスの削減量を推計するための必要なデー

タを集めることが出来なかったため、本プロジェクトの開始後に必要なデータを入手し、温

室効果ガスの削減量を推計することとする。 

 

5.2 ジェンダー配慮 

5.2.1 ジェンダーにかかる政策/戦略 

「ジェンダー平等にかかる多部門戦略計画」は、女性・社会的弱者省によって 2020 年 3

月に発表された政策である。同政策はジェンダー主流化の促進を掲げ、以下 6 つの優先目標

を掲げている。 

 

優先目標 1：女性に対する暴力の削減 

優先目標 2：女性の性と生殖に関する健康上の権利の行使を保障する。 

優先目標 3：意思決定の場への女性のアクセスと参加を保障する。 

優先目標 4：女性の経済的・社会的権利の行使を保障する。 

優先目標 5：公的・私的領域における男女平等を阻む制度的障壁を軽減する。 

優先目標 6：人口における差別的な社会文化的パターンの発生を減少させる。 

 

 これらの優先目標を達成するために、合計 52 種類のサービス（活動）を掲げるとともに、

これらを優先順位に基づいて 3 つのグループに分け、活動戦略を示している。多くは社会一
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般における女性の教育や暴力削減などの項目が多いが、本プロジェクトとの関係性の視点

から、官民組織での機会均等などに関わる項目として、以下の事例が挙げられる。 

 

 公共団体によって市民に提供される商品・サービスの生産において、ジェンダーの観点

をタイムリーかつ信頼できる方法で主流化するための技術支援を行なう 

 迅速かつ確実な方法で、公共行政システムにジェンダーの視点を取り入れるための技

術支援を行なう 

 女性を対象とした企業経営、技術革新による生産性向上、企業の国際化のための研修と

技術支援を行なう 

 非伝統的な分野（建設）における、より高度な技術訓練を行なう 

 

 また、MINAM が実施責任機関として挙げられている活動としては、優先目標 4 の枠組み

における「気候変動の中で、女性の参加を得ながら生態系と天然資源の保全、回復、持続可

能な利用を行なう」ことが挙げられている6。 

 

5.2.2 ジェンダー平等にかかる MINAM での取り組み 

 MINAM は国家および地方政府におけるジェンダー平等のためのメカニズムの創設を規

定する最高法令（005-2017-MIMP、2017 年 7 月）に従い、MINAM の計画・予算総局にジェ

ンダー平等作業部会を設置している。同部会は男女格差の是正と平等を促進するために、以

下の機能を有する： 

 事業体によって優先されるジェンダー格差を縮小するための活動の年間計画を立案し、 

計画手段に組み込むためにさまざまな機関と調整する。 

 男女共同参画の組織文化を生み出すために、優れた組織的実践を特定する戦略を提案

する。 

 ジェンダー平等に関する国家政策の実施と、これらの政策の目的、目標、指標と管理手

段の整合性を監視する。 

 ジェンダー平等政策、計画、プログラム、プロジェクトの進捗状況と結果について報告

する。 

 

同部会における 2023 年の特記すべき活動実績としては、136 の地方自治体に対して「公

共清掃サービスにおける女性の参加の状況診断」を実施し、公共清掃サービスにおけるジェ

ンダー格差を解消する活動を実施したことが挙げられる。 

 
6 達成指標には、①生態系と自然資源の保全、回復、持続可能な利用のための管理手段の策定とモニタリ

ング活動への女性参加割合、②生態系と天然資源の保全、回復、持続可能な利用のための管理活動に女性

が参加している割合が挙げられている。両者とも 2024 年に 25％、目標年の 2030 年に 40％を目標として

いる。 
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なお、本プロジェクトのカウンターパート部局である廃棄物管理総局の正規職員の人員

構成は、男性 25 人、女性 22 人とほぼ同数で構成されている。今後、プロジェクトに参加す

るカウンターパートのジェンダー比率についても極端な偏りは生じないと想定されるもの

の、プロジェクト期間中は常にジェンダーの偏りが無いよう、注視し続けることが必要であ

る。 
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別添 2：詳細計画策定調査日程 

 

日数 月日 曜日 訪問先 

1 2/5 月 午前・午後：MINAM（固形廃棄物管理局）との面談 

2 2/6 火 

午前：OEFAとの面談 

午後：MINAM（固形廃棄物管理局、固形廃棄物環境アセスメ

ント・許可局）との面談 

3 2/7 水 
午前：IDB、KfW、KOICAとの面談 

午後：MINAM（実施ユニット）との面談 

4 2/8 木 
午前：MEFとの面談 

午後 Private Investment Promotion Agencyとの面談 

5 2/9 金 
午前：MINAM（環境教育局）との面談 

午後：MINAM（固形廃棄物管理局）との面談 

6 2/10 土 移動日（官団員） 

7 2/11 日 移動日（官団員） 

8 2/12 月 

午前：Lima→Huachoへ移動（陸路） 

午後①：Haura最終処分場の視察  

午後②：Huacho→Nuevo Chimboteへ移動（陸路） 

9 2/13 火 
午前：Nuevo Chimbote最終処分場の視察 

午後：Nuevo Chimbote→Limaへ移動（陸路） 

10 2/14 水 

午前①：Lima→Tarapotoへ移動（空路） 

午前②：Moybamba最終処分場の視察 

午後：Moybamba→Chachapoyasへ移動（陸路） 

11 2/15 木 

午前①：Chachapoyas市長との面談 

午前②：Mariscal Castilla最終処分場の視察 

午後①：Magdalena最終処分場の視察 

12 2/16 金 
午前：Luya最終処分場の視察  

午後：San Carlos最終処分場の視察  

13 2/17 土 移動：Chachapoyas→Limaへ移動（空路）  

14 2/18 日 週末 

15 2/19 月 
午前：MINAMと PDMの協議 

午後：団内協議 

16 2/20 火 午前・午後：MINAMとM/Mの協議 

17 2/21 水 午前・午後：MINAMと R/Dの協議 

18 2/22 木 午後：M/M署名式 



19 2/23 金 移動日（官団員/評価団員） 

 



別添 3：主要面談者リスト 

MINAM 

名前 役職 部署 

Rosa Zavala 副大臣  

Edson Espinoza 総局長 固形廃棄物管理総局 

Gabriela Vera 法律専門家 同上 

Juan Lao 局長 （総局内）固形廃棄物管理局 

Edgar Romero  同上 

Luis González  同上 

Irvin Rojas  同上 

Gustavo Miranda Valera  同上 

Jorge Guerrero Bermúdez  同上 

William Chata  同上 

Yunuik Tuesta  同上 

Verita Dávila  （総局内）固形廃棄物管理法規制・循

環局 

Milagros Tazza  教育・市民・環境情報総局 

Eduardo Ramos 弁護士 国際協力室 

Claudia Mejía  同上 

 

OEFA 

名前 役職 部署 

Iván de la Cruz  インフラ・サービス監督局 

Daniel Rado Arenas  同上 

 

UE-003（有償資金協力事業実施ユニット） 

名前 役職 部署 

Juana Miyahira 技術アドバイザー JICA 契約 

Marcial Lozano Zegarra 技術アドバイザー JICA 契約 

Luis Sáenz コーディネーター  

Vladimir Olarte 施工管理  

Mario Páucar 財務管理  



Luis Alexander Tineo 

Mendoza 

  

Rudy Franco Sullca Otazu   

 

経済財務省 

名前 役職 部署 

Daniel Carrillo  地域予算編成局、公共予算総局 

Pedro Picco  同上 

 

他ドナー 

組織名 名前 役職 

IDB Javier Grau 水衛生専門家 

TETRATECH 

(USAID) 

Carla Cisneros ナショナル・ディレクター 

TETRATECH 

(USAID) 

Gladys Monge 固形廃棄物専門家 

KOICA Soyun Kim プログラム・マネージャー 

 Cynthia Hidalgo プロジェクト・コーディネーター 

 

ProInversión 

名前 役職 部署 

Denisse Miralles 総局長 地方投資総局 

Elvy Lescano 企業契約 同上 

Carla Carrera コーディネーター 同上 

 

地方自治体 

自治体名 名前 役職 所属部署 

Huaura William Hidalgo 課長 Huaura 県環境課 

Karen Moscoso 責任者 Huacho 処理場 

Nuevo Chimbote Julio Maceda 評議員  

Gardinia Risco オペレーション

マネージャー 

Nuevo Chimbote 処理場 



Moyobamba Wilmer オペレーション

マネージャー 

 

Chachapoyas Percy Zuta 市長  

José Edwin 

Fernández 

Vásques 

課長 環境課 

Jorge Alfredo 

Hernández 

Chávarry 

課長 インフラストラクチャー課 

Ada María 

Culquimboz 

Gómez 

課長 固形廃棄物課 

Mariscal Castilla

（Mancomunidad 

Alto Utcubamba） 

Luis Alex 

Zumaeta 

Bardales, 

代表 Mancomunidad Alto Utcubamba 

Willy Jossimar 

Ocampo Jáuregui 

処理場責任者  

Richar Leynes 

Rojas Marín 

オペレーション

マネージャー 

 

Tilacancha Sandro Aguilar 

Solsol 

代表  

Dolores Soplin 

Cruz 

処理場責任者  

Benito Tafur 

Duire 

オペレーション

マネージャー 

 

Luya 

(Mancomunidad 

Chillaos) 

Alberto Yalta 処理場責任者  

Joel Briceño オペレーション

マネージャー 

 

San Carlos  

(Mancomunidad 

Valle de las 

Cataratas) 

Rodomiro 

Gómez 

Chuquisuta 

郡長 San Carlos 

Heiner Espinoza 郡長 Jazán 

Mirtha Ibarburú 

Vargas 

郡長 Chuluca 

Antenor Mori 郡長 Shipasbamba 

 



Pro Amazonas 

名前 役職 

Percy Pilco Díaz Director 

Adelmo Ferrari Rioja Director de 

Infraestructura 

 

日本大使館 

名前 役職 

金井 優子 一等書記官 

三島 康郎 二等書記官 

 

JICA ペルー事務所 

名前 役職 

西村 貴志 所長 

早川 泰史 調査役 
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